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学位論文審査報告

氏名(本 籍)本 村 禎 浩(福 岡県)

学位記番号 博士(工 学)人 環博甲第131号

学位授与の日附 平成18年4月28日

学位論文題名 送電線張力に及ぼす鉄塔支持方式の

影響に関する研究一送電線変動張力

の計測システムの開発 とその利用一

論文調査委員

(主 査)九 州大学 教 授 前 田 潤 滋

(副 査)〃 〃 川 瀬 博

""〃 河 野 昭 彦

論文内容の要旨

我が国は台風の常襲地帯であるため,送 電鉄塔などの

送電線支持物の部材設計では台風等による風荷重が支配

的になることが多い.風 荷重に対する送電線支持物の設

計指針 として 「電気設備技術基準,経 済産業省」や 「送

電用支持物設計標準(JEC-127),電 気学会」があるが,

近年の鉄塔の大型化 ・合理化設計と相まって,新 設鉄塔

のみならず,我 が国の高度成長期に一気に増大 した鉄塔

の保守管理の中で,送 電線支持物の耐風性能のより高い

信頼性が求められている.こ のような状況の中で,1990

年代以降,台 風9119号,9313号,9918号,2004年 台風

などの大型台風の襲来が続き,各 地の送電線設備に大き

な被害が多発 し,送 電鉄塔に及ぼす送電線荷重の力学的

影響が新たに注 目されている.

送電鉄塔に作用する荷重は,鉄 塔本体に直接作用する

風圧力より,送 電線に作用するいわゆる電線風圧荷重と

架線方向に発生する送電線の不平均張力荷重によって決

まる場合が多い.強 風下での不平均張力は,送 電線支持

方式や鉄塔を挟む両送電線間の水平および垂直角度,あ

るいはその両径間における電線長差や風圧力分布差等が

発生要因となるが,そ の組み合わせパターン,特 に支持

鉄塔との動的連成挙動は未解明な点が多い.近 年,大 型

送電用鉄塔の動的耐風設計に伴って,鉄 塔の力学解析や

現地風速予測の高精度化が進められているが,耐 風設計

における優先的検討課題 と思われる送電線不平均張力に

関する基礎資料は不十分な状況にある.

このような背景の下で,本 論文は,実 規模送電線を使

ってその送電線張力を高精度に測定するための計測シス

テムを開発 し,実 機振動試験による送電線張力に関する

基礎資料の収集,お よび送電線一鉄塔連成モデルにおけ

る送電線張力特性 と鉄塔本体への負荷特性評価までを整

理したものである.本 論文を以下のように7章 で構成す

る.

第1章 では,国 内外の送電鉄塔耐風設計法 とこれまで

の送電線張力に関する研究および九州管内での送電鉄塔

の被害例と実施 された強風対策の概要を述べ,本 研究で

目指す実機送電線張力計測システム開発の背景 と目的を

示した.

第2章 では,1基2径 間の送電鉄塔を模擬 した縮小模

型を用いた風洞実験を実施して,一 様流及び乱流中での

不平均張力発生状況を検討した.そ の結果,一 様流中で

の静的不平均張力では,懸 垂がいしの場合には支持鉄塔

の架線方向反力が緩和されるが,両 電線間が水平角度30

度を有する耐張がいしの場合には斜風の影響により電線

弛度が風下に流れて電線張力の大きさと方向が変化し,

新たな不平均張力の発生 ・発達に影響することが分かっ

た.ま た,乱 流中での耐張支持された電線張力の最大振

幅及び標準偏差は,両 径間の振動モー ドの位相が逆転 し

やすい等径間の場合に最も大きくなること,懸 垂支持に

することによって,電線張力の低減効果が見られること,

などを明らかにした.さ らに,上 記風洞実験結果は混合

法による非線形解析によって径間長差や懸架方式の影響

を精度良く検証できることを示 した.

第3章 では,実 規模鉄塔送電線張力の検証実験への利

用を目的に開発 した無電源反転同期型起振機 「YUSURU」

を試験鉄塔の振動試験に使用 して,加 振力および加振周

波数の長時間保持能力 と優れた可搬性を明らかにした.

また,常 時,数10kNの 張力が作用する実規模送電線の張

力変動測定のために計測システムを工夫し,振 動試験で

の微少な張力変動の高感度計測を実現 した.

第4章 では,3章 の無電源起振機 と送電線変動張力の

計測システムを用いて,送 電線張力 と塔体振動に関する

データ取得のための実規模耐張鉄塔での振動試験を実施

し,固 有値解析や周波数応答関数等のこれまでの線形解

析では得られない,電 線固有の振動特性や塔体 との複雑

な連成挙動を例示 した.すなわち,実規模送電鉄塔では,

加振周波数の整数倍のスペク トルピークが電線張力に表

れること,ま た,鉄 塔本体の応答加速度においても通常

の線形解析では見られない加振周波数の倍周波数におい

て,ス ペク トル ピークが見られることなどを紹介 し,こ

れらが送電線部の幾何学的非線形性に起因することを送

電線一鉄塔連成系モデルを構築 して明らかにした.

第5章 では,4章 で構築した実規模送電線連成系モデ

ルの強風下における固有値解析 と時刻歴応答解析を行い,

強風下で発生する不平均張力を検討した.そ の結果,幾

何学的非線形剛性を増大させる風速増加は電線部の固有

振動数を増大させること,固 有モー ドが遷移するいわゆ

る遷移モー ドで不平均張力が大きくなること,空 力減衰

は電線の低次モー ドに強い減衰効果があること,空 力減

衰を考慮 しない場合は,線 形応答よりも非線形応答の方

が張力変動は大きくなるが,空 力減衰を考慮する場合に

は両者に顕著な差が見られず,実 用上,空 力減衰を考慮

すれば問題ないこと,な どを明らかにした.



第6章 では,4章 の送電線一鉄塔モデルを元にして,

動的風応答解析のパラメータスタディを行い,現 行の設

計手法による鉄塔部材での発生応力を比較検討した.そ

の結果,耐 張鉄塔では,水 平角度が小さく径間長が長い

ほど,設 計応力より動的最大応力が大きくなること,懸

垂鉄塔では耐張鉄塔に比べ,下 層側のパネルの腹材で動

的最大応力が大きくなることなどを明らかにして,こ れ

までの設計風速を超える強風による損壊例が軽角度耐張

鉄塔にやや集中する傾向があることの裏付けを示 し,今

後の対策提言を行った.

第7章 では,本 論文の総括 と今後の展望を述べた.

論文調査の要旨

送電鉄塔の大型化や合理化設計の要求の中で,1990年

代以降,台 風9119号,9313号,9918号,2004年 の4つ

の台風などの大型台風による送電線設備の被害が各地で

多発 し,新 設鉄塔のみならず,我 が国の高度成長期に増

大した既設送電鉄塔の耐風安全性能に対するより高い信

頼性が求められるようになり,鉄 塔の動的風応答解析に

よる最大応答値予測や現地風速推定の高精度化が進めら

れている.送 電鉄塔に作用する荷重は,鉄 塔本体に直接

作用する風圧力に加えて,送 電線に作用するいわゆる電

線風圧荷重と架線方向に発生する電線の不平均張力荷重

に類別される.強 風下での電線不平均張力は,電 線支持

方式や鉄塔を挟む両電線間の水平および垂直角度,あ る

いはその電線長差や風圧力分布差等が発生要因となるが,

電線張力の測定そのものの難 しさのために,そ の発生メ

カニズムや組み合わせパターンなど,特 に支持鉄塔 との

動的連成挙動は未解明な点が多い.

本論文は,実 送電鉄塔の電線張力を高精度に測定する

ための計測システムを開発 し,実 送電鉄塔の振動試験に

よる電線張力に関する基礎資料の収集,お よび送電線一

鉄塔連成モデルの電線張力特性と鉄塔本体への負荷特性

評価までを整理 したもので,そ の所見は以下のように取

り纏められる.

まず著者は,1基2径 間の送電鉄塔を模擬 した縮小模

型を用いて風洞実験を実施し,一 様流及び乱流中での電

線不平均張力の発生状況を整理分析 している.すなわち,
一様流中での静的不平均張力では

,懸 垂がいしの場合に

は支持鉄塔の架線方向反力は緩和されるが,両 電線間が

水平角度30度 を有する耐張がいしの場合には斜風の影

響により電線弛度が風下に流れて電線張力の大きさと方

向が変化 し,新 たな不平均張力の発生 ・発達に影響する

ことを示 している.ま た,耐 張支持された電線張力の乱

流中での最大振幅及び標準偏差は,両 径間の振動モー ド

の位相が逆転しやすい等径間の場合に最も大きくなるこ

と,電 線を懸垂支持することによって,電 線張力の低減

効果が見られること,などを明らかにしている.さ らに,

上記風洞実験結果は混合法による非線形解析によって径

間長差や電線支持方式の影響を精度良く検証できること

を示している.

次いで,実 送電鉄塔の振動試験への利用を目的に開発

した無電源反転同期型起振機が加振力および加振周波数

の長時間保持能力 と優れた可搬性を示すことを振動試験

で実証するとともに,常 時,数10kNの 張力が作用する実

送電線の張力変動測定のために計測システムを工夫し,

振動試験での張力変動の高感度計測を実現 している.こ

の無電源起振機 と電線変動張力の計測システムを用いて,

電線張力 と塔体振動に関するデータ取得のための振動試

験を実耐張型送電鉄塔に対 して実施し,電 線固有の振動

特性や塔体との複雑な連成挙動 として,加 振周波数の整

数倍のスペク トル ピークが電線張力に表れることや,鉄

塔本体の応答加速度には加振周波数の倍周波数でのスペ

ク トルピークが見られることなどを示 し,こ れらが電線

部の幾何学的非線形性に起因することを送電線一鉄塔連

成系モデルを構築 して明らかにしている.

さらに,実 送電鉄塔を参考にした送電線一連成系モデ

ルの強風下における振動解析と時刻歴応答解析を行って

強風下で発生する不平均張力を分析し,風 速とともに電

線部の固有振動数が増大すること,固 有モー ドが遷移す

るいわゆる電線の遷移モー ドで不平均張力が大きくなる

こと,空 力減衰は電線の低次モー ドに強い減衰効果があ

ること,空 力減衰を考慮しない場合 には線形応答よりも

非線形応答の方が張力変動は大きくなるが,空 力減衰を

考慮する場合には両者に顕著な差が見られず,実 用上,

空力減衰を考慮すれば非線形性は考慮 しないでよいこと,

などを明らかにしている.

最後に,送 電線一鉄塔の連成モデルの動的風応答解析

のパラメータスタディを行い,現 行の設計手法による鉄

塔部材の発生応力を比較検討 し,耐 張型鉄塔では水平角

度が小さく径間長が長いほど,設 計応力より動的応力が

大きくなる場合があること,懸 垂型鉄塔では耐張型鉄塔

に比べ,下 層側のパネルの腹材で動的応力が大きいこと

などを指摘 して,設 計風速を超える強風による損壊例が

軽角度耐張型鉄塔にやや集中する傾向があることを示 し,

今後の対策提言を行った.

以上要す るに本論文は,送電鉄塔に作用する電線不平均

張力の現場計測システムを開発実用化 し,こ れによる実

送電鉄塔の振動試験データを収集整理 して,不 平均張力

の発生 と支持鉄塔への負荷特性に及ぼす電線支持方式の

影響を明 らかにしたもので,風 工学および都市災害管理

学に寄与す るところが大きい.よ って本論文は博士(工

学)の学位に値するものと認める.



氏名(本 籍)徐培蓁(中 国)

学位記番号 博士(工 学)人 環博甲第132号

学位授与の日附 平成18年4月28日

学位論文題名 柱降伏を許容 したコンクリー ト充填

鋼管構造ラーメンの耐震設計に関す

る研究

論文調査委員

(主 査)九 州大学 教 授 河 野 昭 彦

(副 査)〃 〃 崎 野 健 治

"〃 〃 日 野 伸 一

諭文内容の要旨

コンクリー ト充填鋼管(CFT)を 柱として用いたラーメ

ンは,CFT柱 が高軸力下でも優れた変形能力を保有する

ことから,中 高層の事務所ビルに多く用いられている.

この場合の一般的な耐震設計では,層 崩壊を回避するこ

とを目的として梁降伏機構が採用 され るが,こ れでは

CFT柱 は弾性に保たれ,そ の優れた変形能力を利用でき

ない.ま た,CFT柱 は高軸力に耐えるため支持可能床面

積が広く,梁 は必然的に長スパンで大断面になるが,こ

れに接続するすべての柱を梁以上の耐力にするのは非常

に不経済である.こ のような事情から,骨 組の安定のた

めに何本かの柱は耐力を大きくするが,残 りは断面を小

さくして降伏を許容し,変 形能力で対応を図る耐震構法

が考えられる.と ころが,柱 の降伏を許容する降伏機構

の設計に必要な資料は整っていない.

以上の観点から,本 論文では,CFT多 層ラーメンにつ

いて一部の柱の降伏を許容する降伏機構(柱 降伏許容機

構)の 実用化を目的として研究することとした.そ こで,

まず,動 的安定性を確保するために必要な条件を明らか

にすることを第一の目的とした.第 二の目的は,降 伏を

許容する柱(降 伏許容柱)の 強震下での最大変形や累積

塑性変形の応答特性を明らかにし,静 的解析に基づく耐

震設計で必要なこれ らの簡易予測法を提案することとし

た.第 三の目的は,第 一および第二の目的のために行わ

れた骨組解析結果を実験的に検証することである.

以上の目的に即して各章で求められた知見の要点は下記

の通りである.

第1章 では,本 論文の目的,関 連する既往の研究,お

よび本論文の構成について述べている.

第2章 では,柱 降伏許容機構のCFT多 層ラーメンの強

震下における動的安定性の条件は,非 降伏を予定する柱

(非降伏柱)の 塑性化の抑制であ り,そ のために必要な

床 レベルCB比(各 床レベルに接続する柱頭 ・柱脚の全塑

性モーメン トの総和と当該全塑性床モーメントの比)を

検討 した.具 体的には,種 々の多層ラーメンモデルにつ

いて強震に対する非線形時刻歴応答解析を行い,非 降伏

CFT柱 の最大変形と累積塑性変形の程度から必要床レベ

ルCB比 を調査した.そ の結果,柱 降伏許容機構の床 レベ

ルCB比 は,非 降伏柱の最大変形(最 大回転角)と 最大層

間変形角の比が同じ場合の梁降伏機構の床 レベルCB比

以下であること,ま た,累 積塑性変形(累 積塑性変形倍

率)と 最大層間変形角の比が同じ場合の梁降伏機構の床

レベルCB比 以下であることを明らかにした.つ まり,柱

降伏許容機構の動的安定性を保持するために必要な床レ

ベルCB比 は,非 降伏柱の塑性化の程度から判断すると,

梁降伏機構の床レベルCB比 と同等 とすれば十分であり,

これまで梁降伏機構について得 られた必要床 レベルCB

比に関する知見をそのまま安全側誤差をもって適用でき

ることを明らかにした.

第3章 では,降 伏許容柱の応答に影響が大きいと考え

られる節点CB比(柱 梁接合部に接続する柱 と梁の全塑性

モーメン ト和の比)を 変数 としたCFT多 層ラーメンモデ

ルの時刻歴地震応答解析を行い,降 伏許容柱の最大変形

(最大回転角)と 累積塑性変形(累 積塑性回転角)の 応

答特性を調査 し,さ らにこれ らの応答の予測法を提案 し

た.つ まり,降 伏許容柱の最大回転角と最大層間変形角

との比は節点CB比 に強く影響を受けるが,そ の他の因子

にはあまり影響を受けないこと,ま た,そ の比が節点CB

比と逆比例の関係にある性質を利用 して最大層間変形角

から最大回転角の上限を予測する式を提案 した.さ らに,

降伏許容柱の累積塑性回転角の上限が最大塑性回転角の

係数倍 として与えられる性質を利用 して降伏許容柱の累

積塑性回転角の上限を最大回転角から予測する式を提案

した.ま た,降 伏許容柱の累積塑性変形倍率応答を実用

上の上限の幅厚比を持つ角形CFT柱 の安全限界 と比較 し

た結果,二 次設計の設計用地震荷重に相当する地震動に

対 しては降伏許容柱の損傷は軽微であるが,兵 庫県南部

地震の最大震度に相当する地震動に対 しては低層骨組で

は安全限界を超える場合があることを明 らかにした.た

だし,こ の場合でも鋼管を幅厚比の小 さなものへ変更す

れば十分安全性を確保できる.

第4章 では,多 層ラーメンの最小単位である2層1ス

パンラーメン試験体の静的水平荷重繰返 し実験を行い,

骨組の安定性 と降伏許容柱の損傷の程度を調査した.試

験体は2本 の角形CFT柱 を持つ が,片 側は非降伏CFT柱

として弾性を保持するようにし,残 りは降伏許容柱とし

て降伏するようにした.試 験体数は2体 で,降 伏許容柱

の角形鋼管の幅厚比(25と36)が 実験変数である.鉛 直

荷重は降伏許容柱の軸力比で0.26に 相当する一定値を

作用 した.実 験の結果,試 験体はいずれも降伏許容柱が

降伏 し,非 降伏柱はほぼ弾性を保って所定の全体降伏機

構を形成した.降 伏許容柱は,幅 厚比36の 場合は層間変

形角の振幅が±1.0%で,幅 厚比が25の 場合は±1.5%で

局部座屈が発生し,さ らにその後に軸縮みが生じた.し

たがって,局 部座屈を修復限界と考えると,二 次設計の



設計用地震荷重に相当する地震動に対する最大層間変形

角応答が±1.0%程度の骨組では,幅 厚比が36の 角形CFT

の降伏許容柱は修復を視野に入れる必要があるが,幅 厚

比が25の 場合は修復の必要はないことになる.安全限界

については,試 験体の水平荷重変位関係は紡錘形の履歴

ループを示し,鋼 管の亀裂も層間変形角振幅が±3.0%ま

での加力プログラムでは発生せず,十 分に安全限界内に

あることが明らかになった.

第5章 では,各 章の知見に基づいて,CFT多 層ラーメ

ンの柱降伏許容機構の動的安定性は梁降伏機構と同等な

床レベルCB比 で確保できること,および降伏を許容 した

角形CFT柱 の安全性は従来の一般的な鋼管幅厚比のCFT

断面でほぼ対応できることを整理し,さ らにこの機構の

耐震設計で必要な降伏許容柱の応答量の簡易予測法を提

案して,当 該機構の実用化を推進 したことを記して総括

とした.

諭文調査の要旨

日本では,高 さが60mを 超える高層の事務所ビルの多

数がコンクリー ト充填鋼管(CFT)構 造の多層ラーメンで

ある.ま た,CFT構 造は,従 来は特殊構造として高層 ビ

ルに準じる取 り扱いを要求されていたため中低層 ビルの

需要は限られていたが,2002年6月 の国土交通省告示に

よって鉄筋コンクリー ト構造,鉄 骨構造,鉄 骨鉄筋コン

クリー ト構造と並んで一般構造の一つとして位置付けら

れたため,中 低層ビルへの適用 も拡大 しつつある.CFT

構造が支持される理由は,CFT柱 が充填コンクリー トの

高い熱容量から耐火性に優れることやコンクリー ト打設

に鉄筋や型枠工事が不要で施工性に優れることもあるが,

高軸力下においても優れた変形能力を保有することであ

り,そ のためにコンパクトな断面で強靭な骨組が形成で

きることである.と ころが,CFT構 造多層ラーメンの耐

震設計は,危 険な層崩壊を回避するために柱を弾性に保

ち,そ の代わ りに梁を柱より弱く設計して梁だけを降伏

させる機構(梁 降伏機構)が 採用されているのが現状で

ある.こ れではCFT柱 の本来の性能が活用されていると

は言い難い.ま た,CFT柱 の優れた耐力 と靭性から柱間

隔を広くすることができるので梁は長スパン化 し大断面

になるが,そ の梁以上に柱を頑丈にしなければならない

とすると,柱 間隔を広くとること自体が不合理になって

しまう。そこで,こ れらの解決策 として,骨 組の安定の

ために何本かの柱は頑丈にするが,残 りの柱は降伏を許

容してCFT柱 の優れた変形能力で対応させる耐震機構

(柱降伏許容機構)が 考えられ,実 用化が期待 されてい

た.

以上の観点から,本 研究では,ま ず,柱 降伏許容機構

のCFT多 層ラーメンの強震下における動的安定性を確保

するために必要な床 レベルCB比(各 床レベルに接続する

柱頭 ・柱脚の全塑性モーメントの総和 と当該全塑性床モ
ーメントの比)を 検討 している.具 体的には,種 々のCFT

多層ラーメンモデルについて時刻歴地震応答解析を行い,

柱降伏許容機構の動的安定性を保持するために必要な床

レベルCB比 は,梁 降伏機構の床 レベルCB比 と同等とす

れば十分であり,こ れまで梁降伏機構について得られた

必要床 レベルCB比 に関する知見をそのまま安全側誤差

をもって適用できることを明らかにした.

次に,降 伏許容柱の最大回転角と累積塑性回転角の応

答特性を調査 し,最 大回転角の上限が最大層間変形角 と

節点CB比(柱 梁接合部に接続する柱と梁の全塑性モーメ

ン ト和の比)に よって決定されること,さ らに最大回転

角から累積塑性回転角の上限が決定されることを明らか

にし,最 大回転角と累積塑性回転角の上限を予測する式

を提案 した.

さらに,多 層ラーメンの最小単位である2層1ス パン

CFTラ ーメン試験体の静的繰返 し載荷実験を行っている.

試験体の一方の柱は非降伏柱で残 りは降伏許容柱であり,

降伏許容柱の角形鋼管の幅厚比(25と36)が 実験変数で

ある.両試験体は床 レベルCB比 が1.23～1.24で あるが,

いずれも柱降伏許容機構を形成 し,幅厚比36の 降伏許容

柱は層間変形角振幅が±1.0%で,幅 厚比が25で は±1.5%

で局部座屈が発生 した.二 次設計レベルの地震に対する

骨組の層間変形角応答が高々±1.0%程 度であるとする

と,幅厚比が25の 角形CFTで は修復の必要がないと言え

る.安 全性については,幅 厚比が36の 角形CFTに ついて

も試験体の履歴ループが大変形域まで紡錘形であり,鋼

管の亀裂もなかったことから十分である.

以上要するに,本 論文は柱降伏許容機構のCFT多 層ラ
ーメンの動的安定性および降伏許容柱の応答特性に関し

て新たな知見を与え,同 構造の耐震設計を進歩 させる研

究を行ったもので,建 築構造学に寄与するところが大き

い.よ って,本 論文は博士(工学)の学位論文に値するも

のと認める.
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論文内容の要旨

1995年 兵庫県南部地震による被害の著 しかった神戸

市須磨区から西宮市にかけての幅1㎞,長 さ20kmに 渡っ

た帯状の震度7の 領域(い わゆる 「震災帯」)は,起 震断

層直上ではなく大阪盆地北西部の端部から約1㎞ 海寄 り

の盆地内に生 じた.1994年Northridge地 震においても

不均質な震源過程と不均質地盤構造により被害の大きな

地域が複雑に分布する結果 となったことが報告されてい

る.ま た,2004年 新潟県中越地震や2005年3月 の福岡

県西方沖の地震でも震源域において被害が一様でなく複

雑に点在 したことは記憶に新 しい.こ れらの被害の空間

変動に対する三次元地盤構造の寄与 と不均質な震源過程

の寄与の相対関係を把握することは今後の強震動予測を

行 う上で極めて重要である.特 に,周 期1～2秒 のやや短

周期パルス波が被害に直結するものであることがすでに

明らかになってお り,そ の生成メカニズムを考慮した強

震動予測手法の開発が急務である.

本論文では,1995年 兵庫県南部地震を主な対象として,

やや短周期パルスの生成に寄与する震源 と地盤の両方の

不均質性を考慮した物理的モデルを用いて,強 震記録の

みならず,震 災帯を再現することによりその生成メカニ

ズムを解明し,そ の知見を生かして将来の地震による被

害予測に役立てることを目的とした.

本論文は全部で8章 から構成されている.以 下に概要

を示す.

第1章 では,本 論文の背景と目的および既往の研究に

ついて述べた.

第2章 では,周期1～2秒 のやや短周期速度パルス波の

性状をコントロールする要素が何であるかを調べるため

に強震動生成領域のサイズとすべり速度時間関数につい

てパラメタスタディを行った.そ の結果,地 表の最大速

度値に大きな影響を与えるのは最終すべ り量ではなくす

べ り速度時間関数の最大振幅であり,パ ルスの後の揺れ

戻 しの部分に関しては後続部の影響が大きいことを示 し

た.ま た,速 度パルス波の幅は強震動生成領域のサイズ

に概ね比例すること,さ らに,す べ り速度時間関数の継

続時間を変化 させた場合にもパルス幅は大きく変わらず,

最大値だけが影響されることか ら,速 度波形の最大値は

すべ り速度関数の最大値に依存することを示した.

第3章 では,推 定した震源モデルと三次元盆地構造モ

デルを用いた理論的強震動シミュレーションの妥当性を

示 した.震 源域の強震動がすべて物理的なモデルで説明

できることを示 した意義は大きい.ま た,盆 地境界付近

のやや短周期地震動に与えるエ ッジ効果の影響はかなり

大きいことが確認された.そ のやや短周期地震動を規定

しているのが震源のすべ り速度時間関数であることから,

今後の強震動予測の為にはすべ り速度時間関数について

定量化する検討が必要であることを示 した.

第4章 では,三 次元盆地構造の速度構造のキャリブレ
ーションを行 うために,SP変 換波とP波 の時間差が観測

に合 うように,初 期地盤モデルの盆地側地殻上部のS波

速度3.20km/sの 層をS波 速度3.46km/sの 層にするとと

もに岩盤側地殻上部のS波 速度3.20km/sの 層をS波 速度

2.85km/sの 層にした修正地盤モデルを仮定した.こ の修

正地盤モデルを用いて,グ リッドサーチ法により新たに

震源メカニズムを求め,そ のパラメタにより理論波形を

計算 した結果,主 要な波の出現時刻を観測記録 と良く一

致 させることができることを示 した.

第5章 では,相 反定理を適用 して求めた三次元グリー

ン関数を用いて,矩 形の強震動生成領域を仮定した断層

破壊過程の同定の方法を提案 し,1995年 兵庫県南部地震

に適用 した.そ の結果,第3章 で課題として残ったJR

鷹取駅の観測記録のパルス波を再現し,神戸海洋気象台,

神戸大学,本 山第一小学校の観測記録も第3章 と同様に

よく再現できる断層破壊過程を同定することができた.

また,第4章 でチューニングした基盤速度構造と神戸市

灘区より南西側部分の盆地形状を修正 した三次元盆地構

造を用いて神戸市域の強震動を評価 したところ,須 磨区

から西宮市にかけて震度7の 震災の帯と最大速度分布 と

が良く対応することを示 した.

第6章 では,1978年 宮城県沖地震の破壊開始点付近の

強震動生成領域で,そ の強震動生成領域内にさらに小さ

な領域のスーパー強震動生成領域が階層的に存在すると

仮定 して周期1～2秒 の速度パルスを生成できる断層モ

デルの同定を行った結果,地 震調査研究推進本部で推定

した強震動生成領域のサイズに比べ有意に小さくし,す

べ り速度時間関数の振幅を大きく継続時間を短くしたス

ーパー強震動生成領域を考えることにより,観 測 された

速度パルスをよく再現することができることを示 した.

第7章 では,以 上のやや短周期パルスの生成に寄与す

る震源と地盤の不均質性を考慮 した強震動予測手法の有

効性を検証するため,福 岡市の中心部を通る警固断層に

おいて,マ グニチュー ド7ク ラスの想定警固断層地震が

発生 した場合の福岡市における強震動予測を行った.予

測 された地表面での強震動を複数の建物群モデルに入力

して応答解析を行ったところ,す べてのケースで大破率

が80%を 超える地域ができ,3階 建RC造 建物モデル と4,

5階 建S造 建物の旧耐震モデルでは断層を挟んだ広い範

囲で大きな大破率となることを示 した.低 層の建物では

全壊率分布は地表での最大速度分布と相関が高く,階 数

が増えると工学的基盤での最大速度分布 との相関が高く

なることを示 した.こ れらの建物被害をもとに人的被害

について予測 したところ,1995年 兵庫県南部地震に匹敵

する大きな被害となることを示した.

第8章 では,こ れ らの結果をまとめるとともに今後の

課題を整理した.



論文調査の要旨

1995年 兵庫県南部地震による神戸市須磨区か ら西宮

市にかけての幅1km,長 さ20㎞ の帯状の震度7の 領域(い

わゆる 「震災帯」)は,起 震断層直上ではなく大阪盆地の

岩盤境界から約1㎞ 海寄 りの盆地側に生 じた.ま たその

震災帯の中の被害率分布も決して一様ではなく,盆 地端

部に沿ってかなり空間的に変動 していた.2004年10月

の新潟県中越地震や2005年3月 の福岡県西方沖の地震で

も震源域における被害分布は一様でなく複雑な分布を示

した.こ れら地震被害の空間変動に対する不均質な地盤

構造と震源過程の寄与の相対関係を把握することは今後

の強震動予測を行 う上で極めて重要である.特 に,周 期

0.5秒 から2秒 のやや短周期パルス波が一般的な構造物

の被害に直結することが別途明 らかにされてお り,そ の

やや短周期パルス波の生成に寄与する震源 と地盤の不均

質性を考慮した強震動予測手法の開発が急務である.

本論文では,1995年 兵庫県南部地震を主な対象として,

やや短周期パルスの生成に寄与する震源と地盤の両方の

不均質性を考慮 した物理的モデルを用いて,強 震記録の

みならず震災帯を再現することによりその生成メカニズ

ムを解明 し,や や短周期パルスの生成メカニズムを考慮

した強震動予測手法を開発 し,実 際に適用して想定警固

断層地震の強震動予測および被害予測を実施 したもので

ある.そ の主な成果は以下の4点 に要約される.

(1)周 期1～2秒 のやや短周期速度パルス波の生成要

因に関し,強 震動生成領域のサイズとすべり速度時間関

数に対 してパラメタスタディを行っている.そ の結果,

地動の最大速度値に大きな影響を与えるのは最終すべ り

量ではなくすべ り速度時間関数の最大振幅であることを

明らかにしている.ま た,地 動速度パルス波の周期は強

震動生成領域のサイズにほぼ比例することを明らかにし

ている.

(2)相 反定理を適用 して求めた三次元グリーン関数を

用いて,や や短周期パルスに着目して強震動生成領域の

サイズとすべり速度時間関数を同定する方法を提案 し,

1995年 兵庫県南部地震に適用している.推 定された断層

破壊過程と三次元地盤構造を組み合わせて神戸市域の強

震動の再現を試みたところ,須 磨区か ら西宮市にかけて

震度7の 震災帯 と最大速度分布とが良く対応することを

示 し,や や短周期パルスの生成に寄与する震源と地盤の

不均質性を考慮 した強震動予測手法の妥当性を検証 して

いる.

(3)海 溝型地震におけるやや短周期パルスの生成につ

いて検討するため,1978年 宮城県沖地震の破壊開始点付

近の強震動生成領域において,観 測記録に見られる周期

1～2秒 のやや短周期速度パルスを説明するために,そ の

中にさらに小さな領域のスーパー強震動生成領域を考慮

して断層破壊過程の同定を行っている.そ の結果,既 往

の研究で推定された強震動生成領域のサイズより有意に

小 さく,かつすべり速度時間関数が大振幅ピークを持ち,

継続時間が半分程度であるスーパー強震動生成領域を導

入することにより,観 測された速度パルスをよく再現す

ることができることを示 し,海 溝型地震においてもやや

短周期パルスの生成の予測ができる可能性を示 している.

(4)構 築手法の適用事例 として,福 岡市の中心部を通

る警固断層において,マ グニチュー ド7ク ラスの想定警

固断層地震が発生 した場合の福岡市における強震動予測

を行い,予 測された地表面での強震動を複数の建物群モ

デルに入力 して被害予測を行っている.そ の結果,1981

年以前の3階 建RC造 建物モデル と4・5階 建S造 建物モ

デルでは断層を挟んだ広い範囲で大きな大破率となるこ

とを明らかにしている.

以上のように,本 論文は,や や短周期パルスの生成に寄

与する震源と地盤の両方の不均質性を考慮 した物理的モ

デルを用いて,観 測された強震記録のみならず,被 害分

布を再現することによりその生成メカニズムを解明する

とともに,や や短周期パルスの生成メカニズムを考慮 し

た強震動予測手法を提案 し実際に内陸活断層の想定地震

に適用 してその有効性を検証したもので,地 震工学及び

都市災害管理学上寄与するところが大きい.よ って,本

論文は博士(工 学)の 学位に値するものと認める.
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論文内容の要旨

送電鉄塔が受ける外力は風荷重が支配的になる場合が

多く,そ の構成部材の設計は台風などを想定した風荷重

によって決定されるが,電 力輸送のライフラインを管理

運営する上で,送 電鉄塔の耐風安全性を確保することは

最重要課題である.1990年 代以降,我 が国は多くの大型

台風の襲来を受けたが,最 近では,1999年 の台風18号

が強い勢力を保ったまま熊本県に上陸し,九 州地方では

500kV送 電用中空鋼管鉄塔4基 を含む15基 の送電鉄塔の

損壊事故が発生した.所 管の電力会社によるこの事故に



関する原因究明調査では,台 風の勢力が強 く,被 害鉄塔

近傍での気象官署の過去の最大風速を更新する強風が記

録されていること,ま た周辺地形による風の収束効果が

作用したことにより,い ずれも当時の設計荷重を越える

風荷重が送電鉄塔に作用したとの見解が示 された.

こうした経緯から,九 州管内における送電鉄塔の設計

には,従 来からの送電用支持物設計標準(JEC-127)に 併

せて,地 形による風の収束効果を反映 した気流シミュレ
ーションを用いた鉄塔建設地点の最大瞬間風速分布の予

測や部材集計法による塔体部の風力係数の精密化など,

風荷重の見積もり精度を上げた耐風性能向上対策が取 り

入れられるようになった.同 設計手法に基づいて,九 州

管内の一部の既設鉄塔について設計の見直しが行われ,

その結果,地 形により気流が収束する地域に建つ鉄塔で

は主柱材が強度不足に至る可能性があることがわかり,

鋼管主柱材の補強工法の開発の緊急性が示 された.こ れ

に応える形で,バ ンド式補助材工法およびL添 接材工法

が,施 工性に優れ,経 済的かつ合理的な鋼管主柱材の補

強工法として開発され,九 州管内の既設鋼管鉄塔20基 が

補強された.し かしながら,こ れらの補強工法は台風被

害直下での緊急の補強対策として実施 されたことから,

実証試験を中心に研究が進められ,細 部においてはいく

つかの課題が残 されたままになった.

本論文は,送 電鉄塔鋼管主柱材を補強するL添 接材工

法について,残 された課題を整理 し,数 値解析および供

試体の耐力検証試験等を行って,L添 接材工法の構造学

的工夫改良を検討 し,L添 接材工法の耐風補強性能のさ

らなる向上 とその適用範囲の拡大を目指すことを目的に

行った検討結果を取 り纏めたもので,以 下の6章 で構成

されている.

第1章 では,本 研究の背景と目的として,九 州内での

送電鉄塔の強風被害の状況や送電鉄塔設計手法を概説す

るとともに,従 前の主柱材補強工法の概要 とその後開発

されたバンド式補助材工法とL添 接材工法について残さ

れた課題を整理し,本 論の検討項 目およびその研究手順

を示 した.

第2章 では,L添 接材工法を施 した鋼管主柱材とL添

接材が隣接する基本断面部について,鋼 管 と添接材の離

間距離,添 接材に対する風向および鋼管表面の粗度状態

などをパラメータにして,供 試体の風洞実験を実施 し,

補強材基本断面部の空力特性を検討 した.そ の結果,基

本断面部はいずれの条件下においても実施設計に適用 し

ている風力係数の2.0を 下回り,現 状の設計値が十分な

安全性を有することを明らかにした.

第3章 では,鉄 塔上部や腕金部近傍などの通常のL添

接材取付方法を採用できない箇所での添接材取付形態を

新たに工夫 し,そ の構造および施工性から判断して,曲

げ点部については 「曲げ点リブフランジ接続方法」,腕金

部近傍については3種 類の 「バンド接続方法」(強化バン

ド接続方法,改 良型強化バンド接続方法 ダブルバンド

接続方法)に よる添接材の取 り付けが可能であることを

示 した.そ の中で3種 類のバンド接続方法について基本

サンプルの耐力試験を実施したところ,強 化バン ド接続

方法では明確な補強効果の改善は見られなかったものの,

改良型強化バンド接続方法では15%程 度の耐力増加を,

またダブルバンド接続方法では補強対象パネルを越えて

健全パネルに接続することで17%程 度の耐力増加が得

られ,さ らに曲げ点下での補強では24%程 度の耐力増加

が得られることが分かった.ま た,こ れ らの試験結果に

基づいて,バ ン ド接続方法を用いたL添 接材工法での補

強部材の設計強度の算出方法として応力伝達率を用いた

強度算定方法を提案 して,L添 接材工法の適用範囲拡大

を図るとともにより高機能化できることを示 した.

第4章 では,圧 縮荷重に対するL添 接材の面外方向へ

の曲げ変形や,こ れを模擬 した有限要素ソリッド解析で

再現 される添接材の局部変形について検討 して,そ れら

の変形が主として添接材に付加する偏心荷重の影響であ

ることと,こ の偏心荷重がL添 接材工法の補強効果や終

局耐力にも影響することを明らかにして,荷 重偏心の作

用およびこれに対する添接材の局部変形を抑えた場合の

添接材の変形挙動とその改善策を示 した.す なわち,荷

重の偏心に伴 う曲げ応力増加による終局耐力低下は起こ

るものの,主 柱材と添接材の応力分担率に大きな変化は

ないことや,荷 重偏心量を設定するなど解析条件をさら

に精査することにより耐力試験結果を数値実験で検証で

きることを明らかにした.ま た,添 接材や添接材補剛用

バンドの取付け位置を調整することによって,添 接材の

局部変形の抑制や添接材の応力分担率の増加 といった効

果が見られ,L添 接材工法のさらなる最適化が可能であ

ることを示 した.

第5章 では,L添 接材工法やバン ド式補助材工法によ

る主柱材補強を施 した既設鉄塔の動的強風応答をシミュ

レー トし,強 風時における添接材の動的応答および補強

効果への影響を検討 した.そ の結果,補 強後の受風面積

の増大によるに風荷重の増加にもかかわらず,補 強によ

る塔体の強度上昇による塔体変位の減少や被補強主柱材

の応力低下が顕著に見られ,鉄 塔倒壊に至る主柱材の損

壊を先行 させない有効な耐風性能向上策であることを明

らかにした.

第6章 は,本 論の総括として,各 章の結論をまとめ,

今後の検討課題について述べた.

論文調査の要 旨

1990年 代以降,我 が国は多 くの大型台風の襲来 を受 け,

と りわけ,1999年 の台風18号 では,熊 本県 を中心 に50

万ボル トの送電用 中空鋼管鉄塔 を含む鉄塔被害 があった。



当時の事故原因調査によって,い ずれも設計荷重を越え

る風荷重が送電鉄塔に作用したことが明らかにされてい

る.こ うした経緯から,九 州管内における送電鉄塔の設

計に風荷重の見積精度を上げた耐風性能向上対策を取 り

入れたところ,地 形効果により気流が収束する地域に建

つ一部の既設鉄塔の主柱材が強度不足に至る可能性があ

ることがわかり,鋼 管主柱材の補強工法の開発が急がれ

た.こ れに応える形で,経 済性と施工性に優れた鋼管主

柱材の補強工法としてL添 接材工法が開発 され,す でに

九州管内の既設鋼管鉄塔20基 が補強されている.しかし

ながら当時の補強工法は台風被害直後での緊急の補強対

策 として実証試験を中心に研究が進められたもので,そ

の後,適 用範囲の拡大や補強法の細部においてさらなる

高機能化が要請された.

本論文は,こ の添接材工法の基本原理に基づいて,被

補強部材のFEM解 析および供試体の耐力検証試験等を行

って,L添 接材工法に構造学的工夫改良を加えるととも

に,耐 風補強性能のさらなる向上 とその適用範囲の拡大

までを整理 したもので,そ の所見は以下のように取 り纏

められる.

まず著者は,L添 接材工法による被補強部材の基本断

面部について,鋼 管と添接材の離間距離,添 接材に対す

る風向および鋼管表面の粗度状態などをパラメータにし

て,供 試体の風洞実験を実施 し,被 補強材基本断面部の

空力特性を把握 して,基 本断面部がいずれの条件下にお

いても実施設計に適用 している風力係数の2.0を 下回り,

現状の設計値が十分な安全性を有することを明らかにし

ている.

次いで,鉄 塔上部や腕金部近傍など,通 常のL添 接材

取付方法を採用できない部位での添接材取付形態を新た

に工夫 し,その構造学的特性および施工性から判断して,

主柱材曲げ点部については 「曲げ点リブフランジ接続方

法」,腕金部近傍については3種 類の 「バンド接続方法」

による添接材の取 り付けが可能であり,供 試体の耐力試

験により15～24%の 耐力増加が得られることを確認する

とともに,L添 接材工法の適用範囲の拡大を図るなど,

より高機能化できることを示 している.

また,圧 縮荷重に対するL添 接材の面外方向への曲げ

変形や,こ れを模擬したFEMソ リッド解析で再現される

添接材の局部変形を検討 し,そ れらの変形が主として添

接材に付加する偏心荷重の影響であることやこの偏心荷

重が被補強部材の補強効果や終局耐力にも影響すること

を明らかにして,添 接材の局部変形を抑えた場合の被補

強部材の変形挙動に基づいて偏心荷重に対する改善策を

提示している.す なわち,荷 重偏心に伴 う曲げ応力増加

による終局耐力低下は起こるものの,主 柱材 と添接材の

応力分担率に大きな変化が見られないことや,荷 重偏心

量を設定するなど解析条件をさらに精査することにより

最終耐力をFEM解 析で精度良く予測できることを明らか

にしている.さ らに,添 接材や添接材補剛用バン ドの取

付け位置を調整することによって,添 接材の局部変形の

抑制や添接材の応力分担率の増加といった効果が現れ,L

添接材工法のさらなる最適化が可能であることを示して

いる.

最後に,主 柱材補強を施 した既設鉄塔の動的風応答を

シミュレー トし,強 風時における補強鉄塔の動的応答へ

の影響およびその補強効果を検討 して,補 強後の受風面

積の増大による風荷重の増加にもかかわらず,被 補強材

の強度上昇による塔体変位の減少や被補強主柱材の応力

低下が顕著に見 られ,鉄 塔倒壊に至る主柱材の損壊を先

行させない有効な耐風性能向上策であることを明らかに

している.

以上要す るに本論文は,既設送電用鋼管鉄塔主柱材の耐

風補強に適用 されるL添 接材工法による被補強部材の空

力特性や変形挙動に及ぼす偏心荷重の影響を明らかにす

るとともに,こ れまで適用できなかった鉄塔部位への取

付方法を工夫 してその適用範囲を拡大するなど,同 工法

の高機能化を実現 したもので,風 工学および都市災害管

理学に寄与するところが大きい.よ って本論文は博士(工

学)の学位に値するものと認める.
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論文内容の要旨

地球環境問題に関連 して建築の環境負荷削減が強く求

められている昨今,一 般オフィスビルの年間エネルギー

消費量の約半分を占める空調システムの性能を的確に評

価 し,そ の性能を継続的に維持 ・改善することが極めて

重要な課題 となっている.近 年,建 築設備のコミッシヨ

ニング(性 能検証)が 注目されているが,そ れは,所 有

者が要求するシステム性能を明らかにし,そ の性能が定

義した目的や基準に合致 しているかどうかを検証 し,記

録するための品質志向プロセスを指す.こ こ数年の活発

な議論を通して,コ ミッショニングがシステムの品質を

ライフサイクルにわたって維持するのに有効な概念であ



ることが,ビ ルの所有者,設 計者,施 工者,管 理者の間

で広 く認識 され るようになってきてお り,国 内外 の関連

学会では,コ ミッシ ョニングプ ロセスの確立 を目指 した

枠組み構築について精力的な取 り組みがな されてきてい

る.し か しなが ら一方で,コ ミッシ ョニ ングプ ロセスに

不可欠 な性能評価手法の確立 と各種診断技術の開発が未

だ不十分であることも明 らかになってお り,今 後の進展

が強 く望まれてい る.

空調 システ ムの性能評価 は,シ ステムの持つべき性能

が実際に発揮 されてい るかを確 かめることである.そ れ

には,設 計段階で反映できない実際の外界気象やシステ

ムの使 われ方 といった種々の条件 を考慮 しなが ら,実 現

している性能 を様々な指標 に基づいて評価 しなけれ ばな

らない.ま た,空 調 システムの性能が低下 してい る場合

には,そ の原因 を検知 し,本 来の状態に迅速 に戻すこと

が必要 にな る.し か しなが ら,こ うい った不具合は,多

くの空調 システムで生 じているものの,日 常運転の中で

それ らが迅速 に発見 され ることはほ とん どない.こ の間

のエネル ギー消費 とランニングコス トの増分 は無駄 な浪

費である.こ のよ うに,空 調 システムの性能評価 と不具

合検知 ・診断 は密接 に関係 して相互 に補完す るものであ

り,両 者の確立 により信頼性の高い空調システ ム運用が

可能になると考 える.

本論文は,コ ミッシ ョニングプ ロセスに不可欠な空調

システムの性能評価手法の確立 と代表的な診断技術であ

る不具合検知 ・診断ツールの開発 を目指 した ものである.

すなわち,最 新の高効率化技術 を導入 した空調 システム

の省 エネルギー性能 を長期実測データ とシ ミュ レーシ ョ

ンに よって定量的に評価する とともに,空 調 システムへ

の導入 が容易 な知識ベース 手法に基づ く不具合検知 ・診

断 ツール を開発 し,そ のツールの信頼性 と有効性 をシ ミ

ュ レーシ ョンによって明 らかに したものである.本 論文

は,以 下の6章 よ り構成 され る.

第1章 では,研 究の背景 と目的,既 往 の研 究,論 文 の

構成 について述べた.

第2章 では,最 新の高効率化技術を導入 した熱源シス

テムを対象 として,長 期実測デー タに基づ く熱源 システ

ムの性能評価について 検討 した.シ ステ ムCOP(成 績係

数)は,夏 季3.24～3.61,中 間季3.00～3.15,冬 季2.53

～2 .88の 値 を示 し,部 分負荷率が小 さな中間季や冬季に

おいて も,従 来の熱源 システムには見 られない高効率の

性能が発揮 されてい ることを確認 した.一 方,実 測期間

の一部においては,熱 源機器 の運転台数制御に関す る誤

った設定によってシステムCOPが 低下す る不具合 が発生

し,不 具合 を迅速 に検知 し,適 切 な運転 台数制御 を実施

す ることの重要性 が示唆 された.

第3章 では,前 章の熱源 システムについてシ ミュ レー

ションに基づく性能評価を行った.従 来の熱源システム

に高効率化技術を順次加えていく検討ケースを設定し,

設計用想定負荷や実測負荷を入力とするシミュレーショ

ンによって,高 効率化技術の省エネルギー性能 と経済性

を明らかにした.従 来の熱源システムに比べると,エ ネ

ルギー消費量で31～35%,電 力料金比で29～31%の 削減

が可能であった.特 に,実 測負荷が設計用想定負荷より

小 さい時期には,高 効率冷凍機だけではなく,部 分負荷

運転を解消するベース機容量制御技術の効果が高いこと

が明 らかにされた.一 方,前 章で示された通 り,熱 源機

器の運転台数制御の不具合が発生 している時期において

は,実 測結果がエネルギー消費量の計算結果よりも大き

く上回る結果となったが,不 具合発生時の運転状況をシ

ミュレーションに反映させた計算結果と比較すれば,高

い精度で実測結果を再現することがわかった.こ のこと

により,シミュレーションの計算結果を正常値とみなし,

それ と実測結果を比較することで不具合を検知すること

ができる可能性を示 した.

第4章 では,ま ず,建 物全般に生 じる様々な不具合の

事例を分類 ・整理 した.さ らに,前 章までに得られた不

具合検知 ・診断のツール開発に関する考え方と,九 州大

学筑紫キャンパスにあるHVAC&R実 験解析システム(実験

棟)を 対象に構築したシミュレーションモデルに基づい

て,正 常状態の計算結果と不具合を想定した計算結果の

比較を行った.比 較項 目は,空 調時間帯の基準階日平均

室温偏差,空 調システム全体の日積算電力消費量,熱 源

機器の 日積算電力消費量,搬 送系の日積算電力消費量で

あ り,不 具合発生がエネルギー消費量の増減や室温変動

に及ぼす影響を把握 してグループ分けを行い,次 章の不

具合検知 ・診断ツール開発のための基礎データとした.

第5章 では,新 たなセンサの設置を必要とせず,基 本

的で少ないデータ項 目で不具合のある箇所を空調システ

ム全体から絞 り込むといった,知 識ベース手法による不

具合検知 ・診断ツールの開発方針を概説し,前 章で得ら

れた基礎データを用いて,そ のプロトタイプツールを構

築した.こ のプロ トタイプツールは,空 調システムの空

調時間帯の日平均室温や日積算電力消費量などの容易に

取得できるデータと,空 調システムシミュレーションに

よる計算結果を比較して,そ れ らの偏差に基づいてフロ
ー図を辿ることで不具合が検知されるものである.開 発

したプロ トタイプツールの信頼性 と有効性について,不

具合の発生時期や進行度を任意に与えて検証したところ,

約80%の 確率で不具合の検知が可能であったこと,こ の

ツールを適用することによって不具合を検知し正常化 し

た場合は,ツ ールを適用せずに不具合がそのまま進行 し

た場合 と比べて,年 間のエネルギー消費量を10%前 後削

減できること,室 温の制御状態も顕著に向上させること

ができること,な どを明らかにした.



第6章 では,各 章の結論を総括するとともに,空 調シ

ステムの性能評価と不具合検知 ・診断ツールの開発に関

する今後の展望について述べた.

論文調査の要旨

建築設備のコ ミッシ ョニング(性 能検証)と は,所 有

者が要求す る設備システムの性能を明 らかに して,実 際

の設備 システムの性能がその要求性能に合致 しているか

ど うかを検証 し,記 録す るための品質志向プロセスをい

う.近 年,空 気調和 ・衛生工学会や国際エネルギー機 関

(InternationalEnergyAgency,IEA/ECBCS/ANNEX40,

ANNEX47)と いった国内外の関連学会等で コミッシ ョニ ン

グプ ロセスの枠組 み構築に向けた活発な活動がな されて

お り,コ ミッシ ョニングが建築の省エネル ギーの推進に

不可欠 な概念 であ るこ とも広 く認 知 され てきてい る.

2005年11月 には,空 気調和 ・衛生工学会 から 「建築設

備 の性能検証過程指針」が刊行 され,技 術的な重要性や

社会的な関心の高 さが伺 える.し か しなが ら,一 方で,

設備 システムの具体的な性能評価手法や個 々の診断技術

については今後の大 きな課題 とされてお り,そ の研究開

発 も緒についたばか りである.本 論文は,空 調システム

にお ける性能評価 の実施 とコ ミッシ ョニングプ ロセスに

おいて主要な診断技術の一つである不具合検知 ・診断の

ツールの開発 に取 り組んだものである.

著者はまず,高 効率化技術 を導入 した熱源システムを

対象 に,長 期実測 とシ ミュ レーシ ョンに基づ く性能評価

を実施 した.長 期実測か ら,シ ステムCOPは 夏季3.24～

3.61,中 間季3.00～3.15,冬 季2.53～2.88を 実現 して

お り,従 来の熱源 システムに見 られ ない高効率な性能が

得 られていること,シ ミュ レーシ ョンか ら,従 来の熱源

システム と比較 してエネル ギー消費量で31～35%,電 力

料金比 で29～31%の 削減が可能 であった ことな どを明

らかにした.本 論文で示 されている各種実測データの扱

い方,性 能評価の指標,シ ミュレー シ ョンプ ログラムの

構築方法な どは,コ ミッシ ョニ ングプ ロセ スにおける今

後の性能評価手法の確立に向けて貴重な情報 を与えるも

のである.さ らに,実 測期間の一部 において熱源機器 の

運転台数に関す る不具合が発生 したことに着 目し,不 具

合 を迅速に検知 し,本 来の状態に戻す ことの重要性 を指

摘す るとともに,不 具合を反映 したシ ミュ レーシ ョン結

果 と正常状態のシ ミュ レーシ ョン結果 を比較す ることに

よって,不 具合に よるエネル ギー消費量の浪費分を定量

的に明 らかに している.ま た,熱 源 システムの運転 にお

いて,あ らか じめ定め られた運転方法 を反映 した正常状

態のシ ミュレーシ ョン結果を時々刻 々算出 し,そ れ と実

測結果 を常時比較すれ ば,シ ミュレー シ ョン結果 と実測

結果 の差異によ り,迅 速に不具合を検知す ることができ

る可能性があることを示 した.

次に著者は,前 述の性能評価で得られた不具合検知 ・

診断に関するツール開発の考え方に基づいて,九 州大学

筑紫キャンパスにある実験棟(HVAC&R実 験解析システ

ム)を 対象に,様 々な不具合を反映したシミュレーショ

ンを実施 した.正 常状態のシミュレーション結果 と比較

することによって,不 具合の発生が空調システムのエネ

ルギー消費量や室温に与える影響を定量的に明らかにし,

不具合がある場合 とない場合の両者の偏差についてグル
ープ分けを行い,不 具合検知 ・診断ツールの開発のため

の基礎データを整備 した.こ の基礎データに基づいて,

基本的で少ないデータ項目を用いて不具合の箇所を空調

システム全体から絞 り込むといった,知 識べース手法に

よる不具合検知 ・診断ツールのプロ トタイプが開発され

た.エ ネルギー消費量や室温に関する実測値 と計算値の

偏差の値からフロー図を辿ることにより不具合が検知さ

れるもので,こ のツールが十分に実用化 されれば,従 来

の不具合検知 ・診断の実効性や確実性,迅 速性を大きく

改善する極めて新規性の高いツールになることが予見さ

れる.開 発 したプロ トタイプツールの信頼性 と有効性に

ついて,不 具合の発生時期や進行度を任意に与えて検証

したところ,約80%の 確率で不具合の検知が可能であっ

たこと,こ のツールを適用することによって,適 用しな

い場合 と比べて年間エネルギー消費量を約10%削 減で

きることなどが明らかになっている.

以上,要 するに,本 論文は,建 築の空調システムに関

して,長 期実測 とシミュレーションに基づく性能評価を

実施するとともに,こ れまでにない新たな不具合検知 ・

診断ツールを考案 ・開発 し,そ のツールの信頼性 と有効

性を膨大なシミュレーションにより定量的に明らかにす

ることによって,コ ミッショニングの進展に益する極め

て有用な技術的知見を示したものであ り,建 築設備工学

上寄与するところが大きい.よ って,本 論文は博士(工

学)の 学位論文に値するものと認める.
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学位記番号 博士(人 間環境学)人 環博甲第143号

学位授与の日附 平成18年9月30日

学位論文題名 外出することの意味 ～高齢者の生

活世界への探求～

論文調査委員

(主 査)九 州大学 教 授 南 博 文

(副 査)〃 〃 菊 地 成 朋

"〃 〃 丸 野 俊 一



論文内容の要旨

本論文は,高 齢者の生活における 「外出することの意

味」を,3種 のアプローチを用いて,高 齢者の経験の即

して明らかにすることを目的 とした研究である.す なわ

ち,高 齢者が日常生活の中で外出する時において 「何気

なく生成する行為や体験」に注 目し,そ の詳細を行為 ・

体験が起きる場に,観 察者 も共に 「同行」することによ

って,外 出という事象が彼/彼女 らの生活において持つ意

味に関して理解を深めていくことが目指されている.

高齢者研究の多 くが,精 神機能の年齢発達的変化

(aging)を 実証的に明らかにすることや,生 活環境に着

目する場合でも,機 能の衰退を防ぐような物的,社 会的

環境要因を明らかにする等,機 能的な連関や因果関係に

着目する傾向が強い.著 者は,こ のような高齢者研究の

意義を認めつつも,こ れらの機能上の変化が高齢者の生

活の中でどのような位置を占めるのか,す なわち高齢者

の生活世界の文脈を考慮する事が,高 齢期理解の鍵を握

るとの認識を示している.そ のような立場から,高 齢期

において機会が少なくなる 「外出」するという日常行為

について,加 齢に伴 う頻度の減少 として捉えるような,

外側からの理解により高齢者の生活の質を推 し量る方向

ではなく,個 々の高齢者の外出体験に着目することが,

高齢者の生活の質を捉える際に,こ れまで欠けていた視

点であると述べる.そ のような認識に立って,外 出する

体験の中で,各 行為者がどのような事に 「出会 う」のか,

そしてそのような出会いが起きるのは,高 齢者を取 り巻

くどのような生活構造の中でなのかを,具 体的エピソー

ド(一 連の体験の記述)の 提示 とそれらについての解釈

を通 して明らかにする.

本論文は,全3部7章 で構成 されている.

第1部 は,高 齢者の生活における外出という問題が提示

される,学 問上および高齢者の生活実態に即 した背景を

扱っている.

1章 では,高 齢者がどのような外出を行っているのか

明らかにするために,外 出時の目的地および立ち寄った

場所を尋ね,そ の場所で誰に会い,ど のようなことが行

われていたのかを,在 宅高齢者に対する自由記述アンケ
ー トによって求め

,外出の基本的な属性を記述 している.

2章 では,町 を単位とした生活環境において,ど のよ

うな外出行為が見られるかを,北 九州市小倉区の中心市

街地をフィール ドとして観察している.

3章 では,外 出とい う事象を捉えるための環境心理学

的なアプローチを模索する目的で,「環境老年学」の軌跡

に関して文献 レビューを行い,従 来の多くの研究に見ら

れたアプリオリに人と環境を切 り分け事象を理解しよう

とするアプローチ(相互作用論)で はなく,事 象そのもの

に迫るため人と環境を切 り分けず捉えようとするアプロ

ーチ(相互浸透論)が望まれるという結論を提示 している.

そ して,人 と環境が一体である事象 を捉えよ うと試み る

アプローチ として,「 環境体験(environmental

experience)」 とい う捉え方が提案 された.

第2部 では,第1部 において明確 にされ た概念枠 と方

法論 を受けて外出に関する実証的なフィールドワーク の

成果 をま とめている.具 体的には,在 宅高齢者の外出に

同行 した り,施 設 に居住す る高齢者の生活 に付 き合い続

ける中で,環 境体験,す なわ ち 「今 ここ」 で生成す る行

為や体験 を描 き出 し,そ こか ら得 られる理論的な解釈が

述べ られ る.

4章 では,在 宅高齢者の外出に著者 自身 同行 し,共 に

歩 く中で,彼/彼 女の外 出時に何が起 こっているのか,具

体的 には,何 に出会 っているのか,そ こでどの ような行

為や体験 が生成 してい るのかを記述 し,外 出の意味 と価

値 の検討 を課題 とした.見 出 された知見 として,1)外 出

前 の準備,2)様 々な事物 とのかかわ りとい う外出時にお

ける行為形式が整理 された.そ して,外 出時に起 こって

いることとして,1)見 た り,聞 いた り,感 じた りす る行

為や体験 が連なってい く様態を 「出会い」の連続 として

理解 し,2)「 今 ここ」の出会いには過去 の経験等 が入 り

込んでお り,出会 いを取 り囲む機制 を理解す るために「包

含」 とい う概念 が提示 されている.

5章 では,4章 か らの議論を引き継 ぎ,外 出時に生成

す る行為や体験 の背景に関 し,在 宅高齢者の外 出時に生

成 した具体的なエ ピソー ドを検討す る中で考察が行われ

てい る.4章 で外 出の意味 を理解す る経路 として見出 さ

れた 「包含」 とい う現象について,さ らにルール,ル ー

チン,持 続,選 択 といった概念 を導出 して,高 齢者 を取

り巻 く意味世界 としての 「包含」 についての理論モデル

を提示 してい る.最 後に,そ のモデルの観点か ら高齢者

の生活世界において,外 部お よび内部 との連続性や,過

去 ・現在 ・未来 とい う時間軸上の連続性 を与 える際に,

外 出が果 たす役割が述べ られている.

6章 では,外 出が制約 され る環境 とい う点か ら,特 別

養護老人 ホームに居住する高齢者 に注 目し,長 期 間のフ

ィール ドワー クを通 じて,入 居者 と室内外 において共に

時間 を過 ごすかかわ りを重ね る事で,入 居者の生活構造

の理解を試みている.施 設環境 に居住す る高齢者 の生活

に欠 けている事象 を 「外一出」 と名づけ,そ れが 「内一

帰」 と力動的に関わる生活の基本構造である事を,具 体

的なエ ピソー ドの描 出によって解釈 している.

以上の6章 を受 け,第3部 では,こ れ までの知見が総

括 され,「外出す ることの意味」とは外出時 に行為が実現

し体験が生成する ことそのものであるとい う結論 が述べ

られている.

論文調査の要旨

本論文は,高 齢者の外出する行為が,日 常生活の具体



的な文脈においてどのような環境体験をもたらし,そ れ

が高齢期の生活世界においていかなる意味的世界を形成

するのかを,同 行調査 という新たな方法を用いて,外 出

時に発生する 「今ここ」での行為/体 験の具体的な進行

をエピソー ドとして捉え,そ の過程に内包 される意味体

験を 「包含」モデル とい う新たな概念によって理論化 し

たもので,高 齢者研究への環境心理学および人間環境学

的なアプローチによる重要な知見を得たものとして価値

ある業績と認める.
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論文内容の要旨

我が国では,1990年 代以降,高 齢社会の急速な進行を

背景に,ノ ーマライゼーションの理念のもとで 「福祉の

まちづ くり条例」や 「ハー トビル法」が施行 され,日 常

生活施設の福祉的整備が大幅に向上しつつある.本 研究

は,こ れらの条例や法の運用にあたって法的対象施設の

面積的な規定や技術的な基準に関する検証を,① 具体的

事例,② 申請用協議データ,③ 日常生活圏での福祉的整

備実態調査,④ 利用者の意識調査を通 して行い,日 常生

活施設の福祉のまちづ くり計画について有用な知見を得

ることを目的としている.

第1章 は,序 論であり,本 研究の背景や意義及び目的

について述べた.

第2章 は,「福祉のまちづ くり条例」制定の過程と条例

がもつ今 日的課題を明らかにした.特 に,初 期の 「福祉

のまちづくり条例」に定められた内容が米国のADAと 我

が国のハー トビル法の制定の影響を強 く受けて定められ

たものであり,前 者の米国のADAか らは建築部位のバ リ

アフリー化によるアクセシビリティの保証とい う考え方

が,後 者のハー トビル法からはそれまで我が国の福祉的

な施設整備の課題とされていた法的拘束力,整 備基準の

統一,高 齢社会へ向けた環境整備の考え方が取 り入れて

いることを明示 した.

さらに,ほ とんどの都道府県や政令市の 「福祉のまち

づくり条例」の内容がハー トビル法の規定する施設面積

より小規模な日常生活施設に対 して法的拘束力を定めて

いる一方で,こ れ らの条例は,① 施設用途別の対象面積

規定が自治体により異なってお り,計 画 目標の技術基準

が最大公約数となる傾向があり,日 常的な生活圏域など

地域特性を判断基準としたものにはなっていないこと,

②条例で定めた技術基準は,ユ ニバーサルデザインの考

え方に基づいてはいるものの,障 害の程度に応 じた細や

かな対応は考慮 されていないなどの今 日的課題について

明らかにした.

第3章 では,条 例の適用となる施設の面積規模規定に

ついて考察を行った.ま ず,福 岡市の 「福祉のまちづ く

り条例」が他の条例と比較して,法 的拘束力のある対象

面積基準の制限がほとんどないことから福祉的整備の優

位性が高いことを示した.併 せて,対 象施設面積規模規

定が地域における福祉のまちづくり施設の集積に及ぼす

影響について,福 岡市の3つ の生活圏域を対象 として面

積規模規定が異なる市条例と県条例の効果の違いを比較

考察 し,施 設面積の制限を撤廃することが地域における

福祉的施設の集積による福祉まちづくりの計画にはきわ

めて有用であることを実証した.

第4章 では,「福祉のまちづくり条例」の技術的判断基

準の適用にあたっての知見を得るために,福 岡市福祉の

まちづくり条例の申請実績をもとに,対 象規定や整備規

定について分析を行った.

技術的基準の検証を通じて,① 技術的数値基準を福祉

のまちづくり計画としてより充実させるためには,地 域

における施設立地の方法論 と併用で検討することが必要

であること,② 技術項 目により面積規模制限が異なる現

状の基準には規模設定そのものの再検討が必要であり,

面的整備効果を期待する場合においては,現 状の建物単

体を対象とした方法論ではなく,地 域単位での福祉のま

ちづくり型の新たな計画手法を確立し取 り組む必要があ

ることを指摘 した.

第5章 では,福岡市を対象 とし1994年 のハー トビル法

の制定前後 と1999年 の 「福祉のまちづくり条例」の制定

前後の2つ の節目による日常生活施設の福祉的整備の状

態変化について,利 用者の意識調査を通してその影響力

を検証した.ま ず,ハ ー トビル法の制定により法的拘束

力が高まったことから,1994年 から1998年 にかけて利

用者評価が大きく向上 していること.次 に,市 条例では

対象施設面積の制限がほぼ撤廃された1999年 から2003

年にかけては,こ れまで小規模であるがゆえに福祉的整

備についての評価が低かった施設においても状態変化の

評価 レベルが向上していることを定点観測法によって検

証した.

第6章 では,居 住施設における福祉のまちづくり計画

の拠 り所として,「世帯構造」「介護場所ニーズ」「在宅介

護ニーズ」を軸とした計画手法を立案 し,そ の検証を山



口県を対象として行い,そ の結果,市 町村の高齢化の進

度や居住施設に対するサービスの現況の相違をもとに設

定 した3次 元マ トリックスで図示した住宅系及び医療福

祉系の居住施設がそれぞれの地域の特性に応 じて順応す

ることを明示 した.

第7章 では,こ れまでの各章の知見を結論 として集約

するとともに,今 後に取られるべき政策的課題について

のまとめを行った.

さらに補章として,ハ ー トビル法や福祉のまちづくり条

例など,福 祉のまちづ くり計画に関する近年の法制の改

訂をまとめ,本 研究で得られた知見との関連について考

察を行った.

論文調査の要旨

人間居住空間におけるバ リアーフリーのまちづくりは,

今 日,重 大な社会的整備課題 と認識 されつつある.わ が

国においては,先 進 自治体の条例化による任意的整備が

比較的長期に継続され,そ の後,急 速に法制的義務化が

展開されるという歴史的な経緯を踏まえたために,こ の

バ リアーフリーのまちづくりの政策的な展開には,現 状

では,ま だ多くの検討すべき課題を残 している.
一方 ,こ のバ リアーフリーのまちづ くりについては,

既往の研究は非常に活発に行われているが,そ の多くが

障害者等の身体能力を基盤 とした障害特性 と物理的障壁

の因果関係や障壁除去ための技術的な方法の解明などに

重点が置かれてお り,そ もそも,ど のようにしてバリア
ーフリーのまちづくりをより強固に推進 していくのか,

その政策マネジメント的研究はほとんど取 り組まれてい

ない.

本論文は,わ が国におけるバ リアーフリーのまちづく

りが任意から法制へと大きく転換したこの歴史的な時間

変化の中で,そ の中核 となる日常生活施設を対象 として,

「福祉的配慮」と 「福祉的整備」の両面性から 「福祉の

まちづくり計画」を独 自に概念規定した上で,具 体的に

取られた政策的展開方法の効果を多面的,且 つ,時 系的

な学術調査をもとに検証 し,今 後に取られるべき計画的

課題を提案 したものである.

ところで,バ リアーフリーのまちづくりの政策的な展

開において,最 も重大な議論のポイン トとされたものは,

日常生活施設の対象条件(施 設用途と規模)を バ リアー

フリー整備の政策的優先 とするのか,そ れとも,こ うし

た施設の対象条件よりは日常生活施設が確保すべきバリ

アーフリーの物理的整備水準のクオ リティを政策的優先

とするか否かである.つ まり,限 られた予算枠の中で,

このバ リアーフリーのまちづくりを効果的に推進 してい

くには,あ る程度の整備水準で数多くの施設整備を行 う

方がベターなのか,そ れとも対象施設を限定 してでも,

高い整備水準を維持 したままで逐次整備を行 う方がベタ

ーなのか,こ の二項対置的な政策展開について政策マネ

ジメン トの視点から見極めることである.

既に多くの自治体では,任 意から法制の整備段階にお

いて施設規模を適用対象とする対象限定化の施策が取ら

れたが,福 岡市においては,交 通施設の拠点的整備とと

もに,日 常生活施設に関しては著者の政策的提言 も貢献

し,逆 に,あ らゆる日常生活施設について施設規模規定

を撤廃 し,小 規模な日常的な生活施設においても限定さ

れた整備水準とはいえバリアーフリーの整備を実施する

という大変特異な施策が実施されることとなった.

そこで著者は,こ の施策の展開に対応してその評価の

効果を,① 利用者自身の定点的生活実態調査,及 び,②

時系的利用意識調査,さ らに,③ 施策運用実施調査に基

づいて詳細に検証した結果,「福祉のまちづくり計画」に

おいては,施 設対象規定を撤廃する方がきわめて政策的

に優位的であることを明瞭に実証している.また著者は,

限定された整備水準の中でより改善された整備項目,即

ち,「駐車場」や 「出入口」等の一方で,「便房」や 「EV」

などの重要な項 目の整備改善が進んでいないこと,さ ら

に,こ うした建築物の単体規定による技術方式の限界に

も言及 し,今 後の取られるべく施策 として,日 常生活施

設の集積状況を施策ファクター化 した 「地域特性評価方

式」を具体的に提示 し,新 たな 「福祉のまちづ くり計画」

を提案 している.

以上要するに本論文は,わ が国の 「福祉のまちづくり

計画」を大きく展開する際のきわめて重要な政策的な判

断である施設対象化条件について,大 胆な政策的提言と

その優位性を多面的,且 つ,時 系的学術調査によって検

証するとともに,今 後に取られるべき重要な計画的課題

を提案 したもので,建 築計画学に寄与するところが大き

い.よ って,本 論文は博士(人 間環境学)の 学位論文に

値するものと認める.
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論文内容の要旨

近年,わ が国の大学とそれを取 り巻く環境には著 しい



変化が見られる.教 育面では,少 子化や生涯学習需要の

増加への対応が挙げられ,研 究面では,産 学連携や国際

交流等の活発化が見られる.ま た,中 心市街地活性化等

の機能 として大学を位置付けた国の施策が打ち出される

など,大 学の地域貢献の重要性が高まるとともに,大 学

の機能とキャンパスの概念にも変化が見られる.更 に,

大学の運営的側面においては,国 立大学法人化などの制

度改革が進められている.こ のような各種機能や運営的

側面の変化に対し,キャンパスの変化も求められてお り,

それに対応するキャンパス計画と大学キャンパス ・マス

タープラン(以 下,マ スタープラン)が 必要とされる.

キャンパス計画は,大 学キャンパスにおける空間およ

び施設に関する計画行為である.ま た,マ スタープラン

は,キ ャンパスの施設配置や空間形成のための計画書で

あり,様々な場面で活用されてきた.わが国の大学では,

これまで,一般に文部科学省による政策や基準に基づき,

教育 ・研究機能に主眼を置いたキャンパス計画が進めら

れてきたが,今 後は,上 述の背景の下,教 育 ・研究機能

に加え,各 大学の主体性 と独自性に基づ く創造的な計画

プロセスによる地域と連携 したキャンパス計画 とマスタ
ープランが必要 とされる.

このような認識の下,本 論文では,国 内外のマスター

プランに関する調査分析 と体系的整理に基づき,マ スタ
ープランの歴史的変遷やその実態を明らかにするととも

に,マ スタープランが具備すべき内容や役割,そ の創出

プロセスのモデルについて論じることを目的としている.

本論文は,序 論,本 論および結論の6つ の章により構

成されている.

第1章 では,本 論文の背景,目 的,対 象および研究の

方法を述べるとともに,既 往研究を整理 した上で,本 研

究の位置付けを明確にし,更 に,キ ャンパス計画に関す

る段階的発展に関 して整理を行なっている.

第2章 では,海 外における近年のマスタープランの構

成と特色を把握するために,大 学主体によるキャンパス

計画を進めてきた米国等の大学の事例 と政府主導による

中国と韓国の大学の事例の2つ に分けて分析を行ない,

その結果をまとめている.

まず,収集 した米国等42校 のマスタープランの目次構

成 と記述内容を類別 し,導 入,条 件,目 標 ・方針,計 画

および運用の5つ のマスタープランの基本構成要素を抽

出するとともに,そ の組合せによりマスタープランを展

開型,課題対応型,分 野対応型の3つ の典型に分類 した.

次に,基 本構成要素それぞれにおける記述内容 と計画対

象の類別 と記述数に対する統計的分析および全マスター

プランの図面等2,977点 の掲載資料に対する統計的分析

から,米 国等のマスタープランの全体的傾向と特色を明

らかにした.

続いて,韓 国と中国のキャンパス計画に関わる文教施

策と社会的背景を把握するために,その変遷を整理した.

更に,韓 国12校,中 国10校 のマスタープランの目次構

成,記 述内容および抽出した計画対象に関する類別と統

計的分析により,そ れぞれの傾向と特色を抽出した.即

ち,韓 国では土地利用や外部空間等を重視し,実 施計画

型の傾向が強く,中国では居住施設等を主たる対象とし,

目標提示型の傾向にあることを明らかにした.

第3章 では,わ が国の国立大学法人によるマスタープ

ランの構成と特色を明らかにするために,過去10年 以内

に策定された14の マスタープランを収集 し,その分析を

行ない,結 果を取 りまとめている.

まず,敷 地規模 と開発形態をもとに,小 規模再開発型,

大規模再開発型および新規開発型の3つ のタイプに分類

し,マ スタープランの目次構成と記述内容および項目の

統計的分析に基づき,そ れぞれのタイプの特色を明らか

にした.

続いて,法 人化後のキャンパス計画の実態と課題を把

握するために,ア ンケー ト調査および ヒアリング調査を

実施 し,70校 か ら得た有効回答に基づき,マ スタープラ

ンの必要性に対する意識と策定状況,計 画組織の設置状

況,学 内意見の反映状況等に関する実態を明らかにした.

本調査の結果,マ スタープランの必要性は共通認識 とし

てあるものの,策 定校は半数にとどまり,組 織体制,運

営方法,学 内意見の反映状況等に課題があることが明か

となり,そ のための解決策 として,大 学キャンパス計画

の支援方法の導入および計画主体の組織化の必要性を指

摘した.

第4章 では,わ が国の地域社会と大学の連携の傾向を

明らかにするために,大 学が立地する地方自治体の総合

計画を対象とした分析を行ない,そ の結果をまとめてい

る.収 集した372自 治体の総合計画から大学に関する記

述を抽出し,そ の類別 と統計的分析および地方自治体の

諸元 との関係についての分析を行ない,連 携の分野およ

び計画対象の傾向を明らかにした.続 いて,具 体的な連

携事例を対象 とした類別と分析から,主 要な連携分野と

連携内容の傾向を明らかにし,そ の傾向を社会的ニーズ

として捉え,地 域社会 と大学の連携促進の観点から必要

とされるマスタープランの計画対象を提示した.

第5章 では,大 学の主体性 と独自性に基づくマスター

プランに関する調査分析を行ない,そ の内容 と創出プロ

セスに求められる条件を整理 している.

まず,計 画プロセスや組織構成に特色を有する米国大

学の20事 例を抽出し,各マスタープランの構成内容の類

別と整理を行ない,マ スタープランの役割,計 画組織

計画プロセス,お よび都市計画 ・環境計画との連携に関

する特色と傾向を明らかにした.更 に,以 上の特色と前

章までの結果に基づき,マ スタープランとその創出プロ

セスに求められる条件として,教 育 ・研究環境の快適性



と利便性の基本的条件に加え,① 計画手法の柔軟性と継

承性,② 計画組織の総合性と多様性,③ プロセスの透明

性と適応性,④ 計画対象の社会性と地域性の4点 を導き

出し,創 出プロセスのモデルを提示 した.

最後に,第6章 では,本 論を通 じて得 られた知見を総

括し,本 論文の結論とした.

論文調査の要旨

近年,わ が国の大学では,少 子化や生涯学習需要の増

加への対応,産 学連携や国際交流等の活発化 といった教

育面,研 究面での変化に加え,地 域社会の発展への貢献

も求められるなど,そ の機能 と大学キャンパスの概念に

変化が見られる.更 に,国 立大学法人化などの制度改革

が進められ,大学の各種機能や運営的側面の変化に対し,

キャンパスの形態も変化が求められてお り,そ れに対応

するキャンパス計画と大学キャンパス ・マスタープラン

(以下,マ スタープラン)が 必要とされる.

わが国においては,こ れまで,一 般に文部科学省によ

る政策や基準に基づき,教 育 ・研究機能に主眼を置いた

キャンパス計画が進められてきたが,上 述の変化に対応

するために,今 後は,教 育 ・研究機能に加え,各 大学の

主体性 と独自性に基づく創造的な計画プロセスによる地

域 と連携 したキャンパス計画 とマスタープランが必要 と

される.

以上の観点から,本 論文では,大 学キャンパスにおけ

る空間および施設に関する計画行為であるキャンパス計

画 と,キ ャンパスの施設配置や空間形成のための計画書

であるマスタープランを研究対象とし,国 内外の事例に

関する資料を独 自に収集 し,マ スタープランの記載内容

や策定プロセスの分析に基づき,そ の内容構成の類型や

傾向を明らかにするとともに,今 後のマスタープランが

具備すべき内容や役割,そ の創出プロセスについて論 じ

ている.

その所見は以下の通り取 り纏められる.

(1)近 年の海外の事例分析として,大 学主体によるキ

ャンパス計画を進めてきた米国等の大学の事例 と政府主

導による計画を進めてきた中国と韓国の大学の事例の2

つに大別 した分析を行ない,そ れぞれの特色を明らかに

した.米 国等42校 のマスタープランに対しては,目 次構

成 と記述内容を類別し,導 入,条 件,目 標 ・方針,計 画

および運用の5つ のマスタープランの基本構成要素を抽

出するとともに,そ の組合せによりマスタープランを展

開型,課題対応型,分 野対応型の3つ の典型に分類 した.

また,計 画対象の類別,記 述内容に対する統計的分析お

よび全マスタープランに掲載の図面等2,977点 に対する

統計的分析から,米 国等のマスタープランの傾向と特色

を明 らかにした.

続いて,韓 国と中国のキャンパス計画に関しては,文

教施策と社会的背景の変遷を整理 した上で,韓 国12校,

中国10校 のマスタープランを対象に,目 次構成,記 述内

容および計画対象に関する類別 と統計的分析を行い,そ

の結果として,韓 国では土地利用や外部空間等を重視 し,

実施計画型の傾向が強い点,中 国では居住施設等を主た

る対象とし,目 標提示型の傾向にある点,等 の特色を明

らかにした.

(2)わが国の国立大学法人によるマスタープランの内,

過去10年 以内に策定された14の マスタープランの分析

を行ない,そ の内容の特色と策定プロセスの実態を明ら

かにした.ま ず,敷 地規模と開発形態をもとに,小 規模

再開発型,大 規模再開発型および新規開発型の3つ のタ

イプに分類 した上で,マ スタープランの目次構成 と記述

内容および項目の統計的分析に基づき,そ れぞれのタイ

プの特色を明らかにした.更 に,ア ンケー ト調査および

ヒアリング調査を実施 し,70校 から得た有効回答に基づ

き,マ スタープランの必要性に対する意識と策定状況,

計画組織の設置状況 といった法人化後のキャンパス計画

の実態と課題を明らかにした.調 査の結果,学 内意見の

反映状況等に関する実態として,マ スタープランの必要

性は共通認識としてあるものの,策 定校は半数にとどま

り,組 織体制,運 営方法,学 内意見の反映状況等に課題

があることが分かり,そ のための解決策 として,大 学キ

ャンパス計画の支援方法の導入および計画主体の組織化

の必要性を指摘した.

(3)大学が立地する372地 方自治体の総合計画を対象

として,大 学に関する記述を抽出し,そ の類別と統計的

分析および地方自治体の諸元との関係についての分析を

行ない,わ が国の地域社会 と大学の連携の実態と傾向を

明らかにした.続 いて,具 体的な連携事例を対象 とした

類別 と分析か ら,主 要な連携分野と連携内容の傾向を明

らかにし,そ の傾向を社会的ニーズとして捉えることに

より,地 域社会と大学の連携促進の観点から必要とされ

るマスタープランの計画対象を提示 した.

(4)計画プロセスや組織構成に特色を有する米国大学の

事例を抽出し,そ のマスタープランの内容や計画プロセ

スの分析に基づき,マ スタープランの役割,計 画の組織

とプロセス,お よび都市計画 ・環境計画との連携に関す

る特色と傾向,お よびわが国の大学のマスタープランと

の相違点を明らかにした.

(5)以 上の結果に基づき,マ スタープランとその創出

プロセスに求められる条件 として,① 計画手法の柔軟性

と継承性,② 計画組織の総合性と多様性,③ プロセスの

透明性 と適応性,④ 計画対象の社会性と地域性の4点 を

導き出し,創 出プロセスのモデルを提示した.

以上,要 するに,本 論文は,国 内外の大学のマスター

プランに関する文献調査と分析を通 じ,近 年のマスター

プランの構成内容の傾向と類型,お よび計画プロセスの



実態を明 らかに し,今 後のマスタープランが具備すべき

内容,役 割,創 出プ ロセスのモデル を導き出 したもので

あ り,都 市計画学お よびアーバ ンデザイ ン学 に寄与す る

ところが大きい.よ って,本 論文は博士(人 間環境学)

の学位 に値す るもの と認 める.

氏名(本 籍)後 藤 隆太郎(鹿 児島県)

学位記番号 博士(人間環境学)人 環博乙第24号

学位授与の日附 平成19年2.月28日

学位論文題名 有明海沿岸低平地における集住地空

間の形成と発展に関する研究
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(主 査)九 州大学 教 授 竹 下 輝 和
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論文内容の要旨

我が国の沿岸部各地の低平地では,低 湿や干潟地とい

う自然環境条件を基盤に独自の集住地空間を形成 してき

た.し かしながら,低 平地における農業生産や居住生活

の近代化によって引き起こされた対処的変容のために,

今後の低平地の集住地空間の維持 ・整備のためには,新

たな計画論が必要 となっている.本 研究は,有 明海沿岸

低平地における集住地空間を対象 とし,そ の形成及びそ

の変容の実態を明らかにすることを通じて,集 住地空間

の特性及びその発展の仕組みを明らかにし,継 承と変化

を充たす空間計画論の体系的な知見を得ることを目的と

している.

第1部 では,有 明海沿岸低平地において集住地がどの

ような工夫をもって形成 されているのか,集 住地空間の

形成プロセスを検討 している.低 平地に展開する広大な

土地は一度に出来上がったのではなく,小 単位による

個々の空間形成の積み重ねの結果 として存在 し,集 住地

の空間形成はこうした土地の形質形成とともに形成され

ている.干 拓地では人工的な微高地ともいえる堤防に依

拠 して個々の敷地や建物が一列的に張 り付く一方で,ク

リーク地域ではクリークを掘 りそれに囲まれることで点

在するそれぞれの敷地や集住の場が確保 され,低 平地の

なかで微地形を読み込んだ工夫の積み重ねにより集住地

空間が形成 されている.ま た,ク リーク地域の近代的な

市街化も従前の土地形質を継承した集住単位の集積によ

り進められ,さ らに,集 住地の神社は,い わゆる神社 と

してあるではなく,集 住のより所や集まりの場として集

住地それぞれにつくられている.つ まり,低 平地におけ

る集住地空間の形成はあらかじめその全体像が構想され

ていたとい うものではなく,そ の自然環境や土地条件へ

の対応,さ らに,低 平地の水環境への対応の積み重ねと

して時系的に集住地空間が形成されていることを明らか

にしている.

続く,第2部 では,低 平地に住み着 くための工夫によ

って創出された集住地の主要な空間要素に着 目し,そ れ

らが集住地空間の中でどのように組み込まれ,ま た,そ

れがどのように変化しようとしているのか,集 住地の構

造と変化について検討を行っている.城 下町都市には,

張 り巡らされた水路群があって水路道 路というパター

ンが繰 りかえされて都市の中に配置される.つ ま り,水

路は基本的に変化することのない都市の基礎的ネットワ
ークとして都市に組み込まれている.こ うした水路には

道路や水辺と関わる 「外に向く水路」 と個々の生活 と関

わる 「内に向く水路」の二種類が認められ,こ の二重構

造的水路方式が都市空間の骨格を成 し,変 化をくり返 し

てきた城下町都市の構造を支えていることを明 らかにし

ている.ま た,都 市には水路 と道路が交わるところにす

べからく橋が存在し,人 々の活動に不可欠な都市的な要

素といえる.橋 は都市の状況 と関わって架け替えなどに

より更新 してきたが,単 純に架け渡 されているという橋

の基本的な性格は変わらない一方で,水 網が都市におけ

る基礎的なものであり都市の構造に深 く組み込まれてい

ることを明示 している.

第3部 では,集 住地において変容や整備がどのように

進められているのか,集 住地空間の発展について考察 し

ている.城 下町都市の物的な現況を見るかぎり,こ れま

での歴史の積み重ねと理解することが難しく,他 方,新

たなものがどのように形成していくのかを理解すること

も困難である.こ のような都市の全体像を人々が理解で

きる仕組みが必要であり,過 去と現在を踏まえかつ将来

の変化を追加できる都市イメージの必要性を提起してい

る.ま た,町 家が集積する町並みにおいて,個 々の町家

の変容は無秩序に起こるのではなく一定の生活要求に応

じた新たな型への推移 と見ることができる.つ ま り,新

たな型が原型から再生 されるものと捉えることで,町 並

みを維持 しつつ時代に即 した集住地空間への展開が期待

できることを考察している.さ らに,キ ーパーソンが中

心となるまちづくりとして進められる地域整備の展開プ

ロセスの分析を通 じて,既 存の整備 と関わって順次整備

が連関して創 り出されていくこと,そ の連関のシーズは

元からあるものの再評価であること等集住地空間の発展

の主要因を見出している.

以上の各部の知見にもとづき,結 章では集住地空間の

特質及び発展の仕組みについて考察している.低 平地の

集住地空間は小単位の集積や新たなものの創出により形

成 し変化 しているが,そ の一方で人々の工夫によりもた

らされた微地形や水網等の空間要素が変わらない基礎 と



して集住地空間にしっかりと組み込まれている.従って,

集住地空間の秩序ある発展に向けて,変 わらないものの

再生により新たな整備の連関を創 り出すことが不可欠で

あり,さ らに,こ のことが低平地の集住地の空間的計画

論の構築においてきわめて有効であることを論じている.

論文調査の要旨

低平地においては,そ の地形的及び地盤的な属性から

特徴的な集住環境が形成 される.特 に,有 明沿岸地は,

背後の背振山系から海岸線までの距離が比較的短 く急傾

斜な山系から一挙に平野地の地形を形成 していること,

また,地 盤 も有明シル ト土壌の堆積によって形成 された

超軟弱地盤であることから,と りわけ,低 平地の集住地

空間には独 自の形成原理がつくられている.既 往研究に

よると,低 平地の集落形態のタイプは,① 干拓のために

作られた旧堤防を再利用 してつくられた線状路線型集落,

②「丸太池」と屋敷がセットして配置された散居型集落,

③クリークの水網系ネットワークに囲まれた集居型集落

の大きく3つ のタイプに大別されるが,最 後に指摘 した

水網系集居型集落に関する研究は解明されていない点も

多く,残 された重要な研究課題 となっている。

本研究は,有 明海沿岸低平地における集住地空間,特

に,水 網系集居型集落を対象としてその歴史的な空間形

成について,そ の骨格となる諸空間要素,す なわち,屋

敷,水 路,道 路,神 社,橋 に関して詳細,且 つ,克 明な

フィール ドワーク調査を実施することによって,こ れま

で解明されていなかった低平地における集住地の空間形

成の原理を解明し,さ らに,集 住地の空間的な更新過程

を再確認 した上で,今 後の保全 と新たな整備のための計

画論を展開したものである.

著者はまず,水 網系集居型集落のフィール ドワーク調

査を丹念に行い,こ の集住地空間の形成原理に対 して卓

越 した知見を見出している.こ れまで,有 明沿岸地にお

ける水網系ネッ トワーク(ク リーク)に 注 目した集落研

究は数多く取 り組まれ貴重な研究成果が得 られているが,

何故,集 落の規模が大きいのか,ま たさらに,集 落内の

屋敷が比較的密度の高い集居状態であるのかについては,

明確な解答が得られていなかった.こ れに対して,著 者

は,低 平地と言えども微高地の地形が形成 されているこ

と,即 ち,こ の数十センチメー トルの地形の高低差が空

間形成上の原理的な決め手 となって集落の位置決定がな

され,そ こに,水 網系ネットワークと屋敷を巧みに配置

した独自の低平地型集住地空間が形成されていることを

明快に実証している.

次いで著者は,低 平地型集住地の空間要素の一つひと

つを採 り上げその形成の状態と構造を捉え,そ の意味と

存在原理を解明している.特 に,水 路については,こ れ

までの既往研究の成果を踏まえ,水網系ネットワークが,

「外に向く水路」と 「内に向く水路」の二重構造方式と

なってお り,道 路側の社会 ・文化性 とその対置にある背

後側の生活性が二重にネットワーク化されていること,

また,屋 敷はクリークに囲まれた島状の土地形質を持つ

が,母 屋の前に置かれる 「カ ド」なる空間がその屋敷の

中心性を保有していること,次 いで,集 落の中に配置さ

れる神社は,山 麓との関係性が強い 「離れ」系の杜型空

間と集住地の中心に配置された 「囲み」系集まり型空間

に大別 されること,ま たさらに,こ れまで集落の空間的

要素として看過 されてきた親柱も高欄も無い簡単な桁橋

である 「打ち橋」が低平地型集住地空間では重要な空間

的要素であることを明らかにしている.

また著者は,低 平地型集住地空間の近代化による空間

的な変容過程を克明に明らかにし,都 市の市街地化が水

網系集居型集落を取 り囲みながら小規模開発の集積 とし

て行われ,結 果的に,屋 敷とクリークの形態を著しく変

化させることなく,ま るで,逐 次的に小単位の集落空間

が増殖 しその間を再び房型の新市街地が埋め込む発展的

形状であるという事実を実証 している.さ らに著者は,

今後に取 り組むべき新 しい集落整備の計画論に関して,

第一に,全 体的空間の構図を明快にしたマスタープラン

的性格の強い計画論でなく,一 つひとつの集落単位が相

対化 されてその積み重ねで全体の空間的構図を形成する

計画論へ転換 されるべきこと,第 二に,低 平地において

は複数の地域整備が 「群化」 されて,一 つの樹系図のよ

うに相対関連 させて実施されるべきこと,このためには,

地域整備のキーパースンがきわめて重要であることを提

起している.

以上要するに,本 研究は,有 明海沿岸低平地 とい う独

特な環境エ リアにおいてつくられた集住地空間の歴史的

な形成原理と,そ の重要な空間的要素のそれぞれの特質

を明らかにする中で,今 後に取 り組むべき保全 と整備の

ための新 しい計画論を展開したもので,建 築計画学上寄

与するところが大きい.よ って,本 論文は博士(工 学)

の学位論文に値するものと認める.
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論文内容の要旨

材料技術の発展に伴って従来強度を大きく上回る高強

度コンクリー トおよび高強度鉄筋を用いた構造部材の設

計が可能になっているが,こ のような高強度材料の使用

は,従 来の鉄筋コンクリー ト(以下RC)構 造に比べて構造

物のより高層化 ・軽量化を進めるのみならず,高 強度コ

ンクリー トの優れた耐久性でより長寿命の構造物の創出

につながる.そ のため,大 都市圏を中心とした 「都市の

再開発」事業において,高 強度RC構 造の利用が急速に増

えつつあり,20階 から50階 を越えるようないわゆる超

高層RC造 建物が数多く建造 されるようになっている.
一方で,地 震の多い我が国での建築物へ高強度材料,

特に高強度コンクリー ト構造の活用をさらに促進 してい

くには,以 下の諸問題の解決に迫 られている.① 高強度

コンクリー ト固有の脆い破壊性質を抜本的に改善するた

めの拘束工法の開発,② 高強度材料およびそれを用いた

部材や架構の耐震挙動と終局挙動に関する基礎資料の充

実,③ 高強度材料や部材などの特性を積極的に活用した

設計法の確立など.

上述の高強度RCに 関する諸問題点と背景を踏まえ,柱

を鋼管で横拘束した高強度RC骨 組構造の耐震性状を明

らかにし,骨 組の耐震挙動を合理的に評価できる手法を

開発 ・提案することが本研究の目的である.柱 を鋼管で

横拘束した高強度RC骨 組構造を研究対象 としたのは,こ

のような骨組構造は鋼管による強力な拘束効果で高強度

コンクリー トの脆い破壊性質を防ぐことができることと

骨組の残留変位の抑制に寄与できるというような特徴を

有することから,今 後の利用拡大が期待できると思量し

たからである.ま た,鋼 管は普通帯筋の間隔がゼロにな

る極限状態に見なせることから,本 論で得た知見 と提案

した諸解析手法は普通帯筋を用いた高強度コンクリー ト

骨組構造の耐震設計にも適用できると考えられる.

本論文では,上 述の研究目的を達成するために,高 強

度材料の機械的性質に着目することから始め,鋼 管で横

拘束 された高強度RC柱 の繰 り返し曲げ性状(断 面性状)

と曲げせん断性状(部 材性状),お よび鋼管拘束柱を用い

た骨組構造の耐震性能を実験と解析の両面から系統的に

検討 し,材 料や部材の特性を考慮できる骨組の耐震性能

評価手法をとりまとめたもので,以下の6章 で構成する.

第1章 では,本 研究の背景と目的を整理 し,本 研究で

用いた鋼管横拘束法の研究とその利用状況や高強度RC

構造に関わる問題点を概説するとともに,性 能設計への

移行に伴 う高強度RC構 造の設計上の課題を整理 し,本論

の検討項 目およびその研究手順を示した.

第2章 では,高 強度鉄筋の繰 り返し性状に着 目した片

振 り繰 り返し載荷実験を行って高強度鉄筋の全応力一ひ

ずみ関係の基礎データを取得 し,高 強度鉄筋の全応力一

ひずみ関係曲線をMenegotto-Pinto型 関数でモデル化 し

た.ま た,実 験結果との比較から,本 提案モデルが高強

度鉄筋の繰 り返 し性状を極めて高い精度で評価できるこ

とが明らかになった.さ らに,高 強度コンクリー トの全

応力一ひずみ関係 を,NewRCモ デルに繰 り返 し履歴部分

のモデルを加えた定式化を行った.

第3章 では,鋼管で横拘束された高強度RC柱 の履歴挙

動を実験と解析の両面から検討 した.ま ず,内 幅250㎜

の正方形鋼管により拘束された柱の一定軸力下における

繰 り返 し曲げ実験および繰 り返 し曲げせん断実験を行い,

鋼管による横拘束は,設 計強度80N/㎜2級 の高強度 コン

クリー トを用いた軸力比0.5の 高い軸力を受ける柱に十

分な変形能力をもたらすこと,正 方形鋼管に十字型の内

スチフナーを取 り付ければ鋼管の拘束効果が著 しく改善

できることを示 した.次 に,高 強度鉄筋を用いた鋼管拘

束RC柱 の等価粘性減衰特性は普通強度鉄筋を用いた柱

のそれ と異なり,安 定した履歴挙動を示す部材角まで,

部材角の増加によらずほぼ0.05-0.07の 一定値を示すこ

とを明 らかにした.さ らに,第2章 で提案 した高強度材

料の全応力一ひずみ関係モデルを用いて,曲 げ降伏先行

型の拘束高強度RC部 材の履歴曲線を鉄筋の付着すべ り

を考慮 して解析する手法を提案し,実 験結果を用いてそ

の精度を比較検証したところ,本 提案手法が,高 強度鉄

筋を用いたRC部 材の履歴性状を,終 局耐力,履 歴形状,

残留塑性変位,お よびエネルギー吸収能のすべての面に

おいて精度よく評価するできることを示した.

第4章 では,幅 厚比,軸 力比および主筋の降伏点応力

の違いが高強度RC骨 組の耐震性能に及ぼす影響を明ら

かにするために,実 構造の約1/4縮 小モデルに相当する

1層1ス パンの鋼管横拘束柱を有する高強度RC骨 組の

試験体(設 計強度が80N/㎜2)に 対して,一 定軸力下に

おける繰 り返 し曲げせん断実験を行った.そ の結果,高

強度RC骨 組は,軸 力比0.5と 軸力比0.33下 において柱

をそれぞれ幅厚比44と87の 角形鋼管で拘束すれば十分

安定した靭性能が得られること,エ ネルギー吸収能力は

主筋の降伏点応力が小 さい方が大きな値を示すこと,残

留変形は主筋の降伏点応力が高いほど小さな値を示すご



となどを明らかにした.

第5章 では,ま ず鋼管および帯筋拘束部材の終局曲げ

耐力 とせん断耐力の算定法に基づく骨組の終局耐力略算

式を提案 し,第4章 で述べた骨組の終局耐力に関する実

験結果に基づいて略算式の精度を検証 した.そ の結果,

普通強度鉄筋を用いた骨組では実験結果を平均で3%安

全側に評価 し,高 強度鉄筋(降 伏点応力906N/㎜2)を 用

いた骨組の実験結果を平均で10%程 度過大評価するこ

とが明らかになった.次 いで,第3章 で述べた高強度材

料の応力一ひずみ関係および主筋のすべ りの影響を直接

考慮できる非線形構造解析プログラムを開発 し,こ れを

用いて①梁に入ってくる軸力,② 大変形時のP-△ 効果,

③主筋の付着すべ り,お よび④柱下端にある基礎による

付加拘束などが骨組の水平力 と層間変形角関係に及ぼす

影響を数値化し,実 験結果と比較検証 した.そ の結果,

①～④の諸構造因子を考慮して解析を行えば,鋼 管横拘

束柱を有する高強度RC骨 組の性能曲線を高い精度で評

価できることを明らかにした.

最後に,第6章 では,各 章の成果を総括して本研究の

結論をまとめ,今 後の課題について述べた.

論文調査の要旨

「都市再開発」事業が進められている中で,優 れた居

住性と高いコス トパフォーマンスを持ち合わせ,構 造物

のより軽量化 ・高層化 ・長寿命化につながる構造形式と

して高強度鉄筋コンクリー ト(RC)構 造が注目されてい

る.一 方で,高 い変形抑制効果を有する高強度RC部 材の

脆い破壊性質を改善する工法の確立が急がれている.こ

の課題は,多 くの研究者が従来の 「帯筋拘束法」にその

糸 口を求めたにもかかわらず,「帯筋拘束法」は地震時に

おける被 りコンクリー トの剥離やそれに伴 う部材あるい

は構造全体の耐力低下を十分には防ぐことができず,抜

本的な解決に至っていない.ま た,高 強度RC部 材を用い

た骨組の地震時挙動や終局挙動に関する基礎資料の集積

やその特性を積極的に活用した設計法の確立などの課題

が残っている.本 論文は,コ ンクリー ト部材を鋼管で横

拘束する 「鋼管拘束法」に着 目して,鋼 管で横拘束され

た高強度RC部 材の繰 り返し曲げ性状 と曲げせん断性状,

および同RC部 材を用いた骨組構造の耐震性能を実験 と

解析の両面から検討し,材 料や部材の特性を考慮できる

骨組の耐震性能評価手法をとりまとめたものである.

まず,著 者は,高 強度鉄筋の繰 り返 し載荷実験結果か

ら,高 強 度 鉄 筋 の 全 応力一 ひ ず み 関係 曲 線 を

Menegotto-Pinto型 関数でモデル化し,高 強度鉄筋の繰

り返 し性状を高い精度で再現している.さ らに,正 方形

鋼管で拘束 した柱の一定軸力下における繰 り返 し曲げ実

験 と曲げせん断実験の結果から,鋼 管による横拘束が,

設計強度80N/㎜2級 の高強度コンクリー トを用いた軸力

比0.50の 高い軸力を受ける柱に十分な変形能力を与え

ること,正 方形鋼管に十字型の内スチフナを取り付けれ

ば鋼管の拘束効果が著しく改善でき,同RC柱 の等価粘性

減衰特性が部材角の増加によらずほぼ0.05～0.07の 一

定値を保持できることを明らかにしている.ま た上記の

全応力一 ひずみ関係モデルを使用 して鉄筋の付着すべり

を考慮 した解析手法を提案 し,本 手法が鋼管拘束RC部

材の終局耐力,履 歴形状,残 留塑性変形,お よびエネル

ギー吸収能力などを精度よく評価できることを示 してい

る.

次いで,1層1ス パンの鋼管横拘束柱を有する高強度

RC骨 組の繰 り返 し曲げせん断実験を実施して,高強度RC

骨組の耐震性能に及ぼす鋼管の幅厚比,軸 力比および主

筋の降伏点応力の影響を精査している.す なわち,軸 力

比0.50と0.33下 において柱をそれぞれ幅厚比44と87

の角形鋼管で拘束すれば,高強度RC骨 組が十分安定 した

靭性能が得 られること,エ ネルギー吸収能力は主筋の降

伏点応力が小さい方が大きな値を示すこと,残 留変形は

主筋の降伏点応力が高いほど小さな値を示すことなどを

明らかにしている.

最後に,鋼 管および帯筋拘束部材の終局曲げ耐力 とせ

ん断耐力の算定法に基づく骨組の終局耐力の略算式を提

案し,こ の提案式が普通強度鉄筋を用いた骨組の実験結

果を平均で3%安 全側に評価し,高 強度鉄筋を用いた実

験結果を平均で10%程 度過大評価することを示すとと

もに,部 材の力学特性を直接導入できる非線形構造解析

プログラムを開発 して,は りの軸力,大 変形時のP-△ 効

果や主筋の付着すべ り,お よび柱下端にある基礎による

付加拘束などが骨組の水平力と層間変形角関係に及ぼす

影響を検証 し,鋼管横拘束柱を有する高強度RC骨 組の性

能曲線を高い精度で評価して,そ の有用性を示している.

以上要するに本論文は,鋼 管横拘束法を利用した高強

度RC部 材 とこれを用いた高強度RC骨 組の耐震性能を実

験および解析の両面から,そ の有用性と評価手法に関す

る所見をとりまとめたもので,構 造工学および都市災害

管理学に寄与するところが大きい.よ って本論文は博士

(工学)の学位に値するものと認める.
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論文内容の要旨

近年の大規模火力発電所の鋼製煙突は,発 電機能上や

環境対応上からその高 さは200mに も及ぶため,著 しく細

長い形状になる場合が多い.一 般にアスペク ト比が大き

な鋼構造の煙突は固有周波数や減衰定数が小さくなり風

の影響を強く受けやす く,特 に円形断面を持つ煙突はそ

の後流に周期的なカルマン渦が放出され,こ の放出周波

数と煙突の1次 固有周波数が一致する時,風 直角方向に

大きな渦励振が発生する.そ のため,日 本建築学会 「建

築物荷重指針 ・同解説」や海外の煙突基準 「CICIM)」が

示すように渦励振の検討には,卓 越する1次 振動の固有

周波数や減衰定数等の構造特性を正確に把握する必要が

ある.

鋼製煙突の種類には,筒 身自身で自立する 「自立型煙

突」の他,筒 身周 りの鉄塔型架構が水平力を支持する「鉄

塔支持型煙突」があるが,強 風観測事例が少ないこと等

から鉄塔支持型鋼製煙突の構造特性や渦励振などの風応

答特性は未解明な点が多い.そ のため,風 洞実験を行 う

場合も少なくないが,風 洞実験のように流速が比較的安

定した状態とは異なり,自 然風のように強い変動成分を

含む流れのもとでは,風 速等の平均化時間が風応答特性

の評価に影響を与える.ま た,渦 励振現象では10分 間よ

りも短い時間内の風速が共振風速に一致した時でも大き

な振動になることがあるなど,自 然風中における鉄塔支

持型鋼製煙突の風応答特性はその評価方法と共に充分明

らかになっていない.

このような背景の下で,本 論文は,3基 の鉄塔支持型

鋼製煙突の強風観測記録に基づいて,こ れまで充分に解

明されていない鉄塔支持型鋼製煙突の構造特性や自然風

中における渦励振などの風応答特性をその評価方法と共

に明らかにして,今 後の設計や維持管理への反映事項ま

でを整理したものである.本 論文を以下のように7章 で

構成する.

第1章 では,こ れまでの鋼製煙突の構造特性に関する

研究と国内外の渦励振に関する研究および国内外の設計

基準の概要を述べ,本 研究で目指す鉄塔支持型鋼製煙突

の構造特性や風応答特性に関する研究の背景 と目的を示

した.

第2章 では,強 風観測を実施した3基 の鉄塔支持型鋼

製煙突の構造形態と観測システムについてそれぞれ比較

して示 した.観 測した3基 の煙突は九州各地に位置する

それぞれ別の火力発電所の超高煙突であり,い ずれも筒

身高さ200m,支 持鉄塔高さ185mで あるが,筒 身形態は,

1筒 身,2筒 身のうち1筒 身が先行 して建設 された1(2)

筒身,2筒 身 とそれぞれ異なっている.そ のため,各 煙

突の構造形態について,共 通点,相 違点を一覧に比較 し

て示す と共に,各煙突の観測システムについても同様に,

観測期間や観測装置の種類および観測方法等の共通点,

相違点を一覧に比較して示した.

第3章 では,鉄 塔支持型鋼製煙突の構造特性のうち1

次固有周波数を,各 煙突で観測された加速度波形から周

波数分析を行って求め,振 動方向や振動振幅 との関係を

明らかにした.次 に,日 本建築学会 「建築物の減衰」等

の既往文献調査を行い,高 さ100mか ら230mの 計14基

の煙突データを対象に,煙 突高 さと1次 固有周期の関係

を明らかにして,「建築物の減衰」の1次 近似式を見直し

た.ま た,実 測データから得 られた1次 及び2次 の固有

周波数 と設計時の解析モデルを用いた固有値解析結果を

比較して,設 計時の解析モデルが妥当であることを明ら

かにした.

第4章 では,鉄 塔支持型鋼製煙突の構造特性のうち1

次減衰定数を,各 煙突で観測 された加速度波形にRanked

RD法 を適用 して求めると共に,人 力加振試験や地震応答

記録のデータから明らかにした.1次 固有周波数と同様

に,「建築物の減衰」等の既往文献データを加えた計14

基の煙突データか ら,煙突の高さと1次 減衰定数の関係,

1次 固有周期と1次 減衰定数の関係等を求め,煙 突高さ

や1次 固有周期が増大するにつれて1次 減衰定数も増大

する傾向があることを示 した.ま た,い ずれの煙突の1

次減衰定数も設計時の地震応答解析で採用している1%

よりかなり小さいことを明らかにした.

第5章 では,鉄 塔支持型鋼製煙突の風応答特性を,長

期間の観測で得 られた各煙突の実測データに基づいて検

討 した.そ の結果,鉄 塔支持型鋼製煙突も自立型煙突と

同様に大きな渦励振を発生することがあること,同 じ共

振風速域であっても乱れ強さ等に関係 して必ず しも大き

な渦励振に成長するとは限らないこと,風 方向に変形 し

た状態で風直角方向と風方向に振動していることを明ら

かにした.ま た,観 測結果から推定される各煙突頂部の

変形角は,「CICIND」基準に基づくスクルー トン数の増大

に伴って減少すること,設 計時の許容値1/200を 下回っ

ていることを明らかにした.

第6章 では,大 きな渦励振が観測された1筒 身煙突の

時系列データについて,平均化時間をパラメータにして,

渦励振の振幅成長に着目した詳細な検討を行った.そ の

結果,10分 間の平均化時間では加速度振幅 と風速の短時



間での変化関係を適切に表せないこと,共 振風速は加速

度振幅が成長 している状態での平均風速と合成加速度振

幅の平均値の増減の関係を考慮する必要があること,自

然風においても乱れ強さが小さい共振風速域では,振 幅

成長に伴って負の空力減衰力が働き振動系全体の減衰定

数が減少 して,渦 励振の振幅が急激に成長することを明

らかにした.

第7章 では,本 論文の総括 と今後の設計や維持管理へ

の反映事項についてまとめた.

論文調査の要旨

火力発電所の煙突は大気汚染などの環境対策上,排 煙

部をより上空に設置することが求められ,高度200mを 超

す場合も珍しくない.こ のような超大型煙突の多くは鋼

構造で建設され,減 衰が小さいなど細長い軽量構造物と

しての力学特性を有するために煙突の風下に発達する渦

による振動発生が問題視される.その対策の一つとして,

鋼製煙突を鉄塔支持する工法が採用 されるが,こ のよう

な大型の 「鉄塔支持型煙突」の強風下における振動性状

に関する詳細な観測はこれまで国内外で実施例がほとん

どなく,そ の振動特性や風応答特性には未解明な点が多

かった.しかしながら1990年 代以降の大型台風の度重な

る襲来により,九 州各地の大型鋼製煙突の安全性の再検

討が指摘されるようになり,所 管の電力会社による調査

の結果,鉄 塔支持型煙突の強風下における振動発生が確

認されている.こ うした経緯から,現 行設計風荷重に基

づいた鉄塔支持型煙突の振動発生およびその発達に関す

る詳細な検討が急がれている.

著者は,主 として風速が比較的安定した状態を想定し

た現行設計に対 して,自 然風のように強い変動成分を含

む風速の下での鉄塔支持型煙突の挙動に着目して,稼 働

中の発電所煙突を用いた強風観測を実施 し,強 風下にお

ける鉄塔支持型鋼製煙突の風応答特性の評価方法そのも

のを論点 として本論文を展開し,以 下のように取 り纏め

ている.

まず著者は,鋼 製煙突の振動特性や渦励振に関する研

究を整理 し,鉄 塔支持型煙突に関する実測研究が極めて

少ないことを指摘 して,3基 の鉄塔支持型鋼製煙突の強

風観測を実施 している.3基 はそれぞれ別の火力発電所

でのいずれも筒身高さ200m,支 持高さ185mの 鉄塔であ

るが,筒 身形態は1筒 身と2筒 身,お よび最終的に2筒

身になる前の1筒 身の煙突である.そ のため,各 煙突の

観測方法等を工夫 し,観 測データを用いて各煙突の振動

特性の共通点あるいは相違点を詳細に比較検討 している.

その結果,鉄 塔支持型鋼製煙突の高さと1次 固有周期の

関係を明らかにして従来の鋼製煙突固有周期の算定式を

見直 し,設 計仕様に基づいた解析モデルの固有値解析か

ら十分な精度の固有周期の推定が可能であることを明ら

かにした.さ らに,各 煙突での加速度記録にRankedRD

法を適用 して鉄塔支持型鋼製煙突の1次 減衰定数を算出

するとともに,鋼 製煙突に関するこれまでの情報を含め

た検討により,1次 減衰定数が煙突高さや1次 固有周期

とともに増大する傾向があることを示 し,い ずれの煙突

の1次 減衰定数 も設計時の地震応答解析で採用している

1%よ りかなり小さいことを明らかにした.

また,強 風下での観測データに基づいて,鉄 塔支持型

鋼製煙突も自立型煙突と同様に大きな渦励振を発生する

が,同 じ共振風速域でも乱れ強さ等に影響されて大きな

渦励振に成長しない場合があること,風 方向に変形した

状態での風方向振動に加えて風直角方向振動の混在が見

られること,ま た推定される各煙突頂部の変形角はスク

ルー トン数の増大に伴って減少 し,観 測値と一致するこ

となどを明らかにした.

最後に,大 きな渦励振が観測 された1筒 身煙突の振幅

成長過程を風速平均化時間に着 目して検討 し,現行の10

分間の風速平均化時間より2分 間平均の方が適切に共振

風速の評価が可能であること,ま た共振風速の特定には

平均風速と加速度振幅増減の勾配の関係を考慮する必要

があることを示し,乱 れ強さが小 さい共振風速域では,

振幅成長に伴 う負の空力減衰力が渦励振振幅の急激な成

長に強く作用することなどを明らかにした.

以上要するに本論文は,強 風下における鉄塔支持型鋼

製煙突の振動および空力特性を明らかにするとともに,

煙突の渦励振発達のメカニズムと設計風荷重の見積 りを

行 うための風速の平均化時間の評価方法に関する新たな

知見をとりまとめたもので,風 工学および都市災害管理

学に寄与するところが大きい.よ って本論文は博士(工

学)の学位に値するものと認める.


